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【これまでの新機軸中間整理との関係】

¸ כֿ 4 ḭṡ Ṣ ︡ ḭ国内投資・イノベーション・所得向上の実現 ︡ ḭミッション志
向の産業政策（８分野） 社会基盤（ＯＳ）の組替え（４分野） Ḯ

ü Ị ḲṡỒợṢḭṡỏợṢḭṡ ṇ ḱ Ṣḭṡ Ṣḭṡ ︣ Ṣḭṡ Ṣḭ
ṡ שּ Ṣḭṡ Ṣ

ü Ệ ṕỚỞṖḲṡ Ṣḭṡ ṇ ḱ ṇ Ṣḭṡ ṢḭṡEBPMḱ ṇ Ṣ

¸ Ệ ḭ2040שּ 年のマクロ経済・産業構造の絵姿を定量的に推計Ḯ ︣ קּ
︣ ṡ XṢḭṡ ṇ Ṣḭṡ ṇ Ṣ ễ

צּ כֿ ︡ Ḯ

¸ ệ ḭỊ ḱỆỚỞ כֿשּ אל כֿשּךּ
ḭֿ︡לּכ マクロ経済・産業構造の絵姿を実現するに当たっての本質的な課題を新機軸部会や関連する有識者会議・研

究会における議論を通して一層具体化Ḯ 解決に向けた政策の方向性を足下の経済情勢も踏まえつつ提示︡ḭ高市内閣に
おける日本成長戦略の検討へインプット︡ Ḯשּךּ

【日本成長戦略との関係】

¸ 官民連携した「危機管理投資」「成長投資」の拡大 ︢ ḭ世界共通の課題解決に資する製品等を開発し、
国内外に提供︣ כֿ ︡ ףּ ḭ社会課題解決を成長のエンジンとする新機軸の経済産業政策とも軌を一にする Ḯ

¸ ךּףּ ḭ日本の産業構造が抱える課題を解決するとともに､グローバル市場から付加価値を獲得できる「勝
ち筋」を見い出し得る産業分野として17の戦略分野を選定Ḯ ḭ וֹףּ ṡ ḱ Ṣֿפ

︣ ṡ ṇ Ṣ ︡ ḭ17分野を含めたグローバル競争型産業における日本の勝ち筋の
方向性を提示︣ Ḯ

¸ נּ ḭ ︡ ḱ ︡ שּךּ ḭ成長戦略では８つの分野横
断的課題を設定Ḯֿכ לּ ḭ他の分野横断的課題の結節点としての役割も担う「新技術立国・競争力強化」の実現に向けた
課題と政策の方向性について、新機軸部会で議論︣ כֿ ךּ ḭこれまで新機軸部会においてＯＳとして議論
を重ねてきた政策アジェンダを拡張する形で整理︣ Ḯ 2

第５次中間整理の位置づけ
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日本 米国

(非農業部門)

ドイツ 英国 フランス 韓国

資本投入量 労働投入量 全要素生産性 潜在成長率
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GDPと需給ギャップ

¸ ḱ 需給ギャップはプラス（＝供給不足） טּ ḭ労働力も資本も需要に対して、供給が足りて
いない Ḯ

¸ ṇ ︣ ḭ潜在成長率（＝供給力の増加率）は各国と比較して低位 טּ ḭ 資本投入・労働投
入どちらも低い Ḯ

¸ ︡לּכֿ ḭנּ ḭ ḱ ︣ ḭ 成
長分野における企業の積極的な投資を呼び込む戦略的な需要の創出 Ḯ

内閣府と日銀の需給ギャップ

4

(年)

(％)

日銀

内閣府

需給ギャップ（日銀）の要素分解

(年)

(％)

潜在成長率（=供給力）の各項目寄与度の比較
（各期間の平均値）
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実質GDP成長率の要因分解（国内変遷、海外比較）※生産アプローチ
¸ 1995 פּ 2005 וֹפּ ḭ GDP אל ךּ Ḯ2015 ḱ

︢ ךּ Ḯ

¸ 労働投入と資本投入がGDP成長を牽引Ḯ צּ ḭ GDP
צּ ￼ḭ ︣ צּ Ḯ

5

ṕTFPṖ

日本の実質GDP成長率の要因分解の変遷実質GDP成長率
（年平均）

（年）

実質GDP成長率の国際比較
（2010 -19年の平均成長率）

ṕ ṖEU KLEMS ṇ

実質GDP成長率
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実質GDP成長率の要因分解（国内変遷、海外比較）※支出アプローチ
¸ GDP ḭּפ צּ ︡ קּ ḭצּ GDP Ḯ

2025 צּ ︡ḭ GDP 1%צּ נּ צּ כֿ צּ פּשּ קּ קּ צּ Ḯ

¸ ḱ ḭ צּ GDP ︣ ḭ 0.1Ṿ Ḯ
⇒消費・内需の活性化は、「国内投資→賃上げ→消費→市場活性化→次の国内投資」の完成からも重要。
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ṕ Ṗ  GDPḲ2020 GDPṕ Ṗ
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2010 -2023
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日本の実質GDP成長率の要因分解の変遷
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日本国内における投資・生産能力の推移と投資動機（1/2 ）

ṕ Ṗ ṡ Ṣṕ2024 Ṗ
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ṕ Ṗ ṕ Ṗ

総固定資本形成（製造業） 資本ストック（製造業）

¸ 国内においては潮目の変化が継続︡ ףּ ḭֿכ ︢ קּ וֹ ḭ民間企業設備
投資額は増加Ḯ製造業においても、名目総固定資本形成は過去最高 טּ ḭ実質総固定資本形成も増加Ḯ

¸ 資本ストック ḭ ךּ ḭ実質では直近10年で微増、直近3年は横ばいḮ供給力の強化に
向けた成長投資ּצ קּ קּ Ḯ

名目

名目

実質 実質

ṕ Ṗ ṕ Ṗ



日本国内における投資・生産能力の推移と投資動機（2/2 ）

ṕ Ṗ Ḳ ṡ Ṣ ḱ ḱ ṡ Ṣ Ḯ ḱ Ḯ Ḯ Ḳ ṡ2025 Ṣ
︣

8

生産・生産能力・稼働率の指数（製造業）
ṕ2020=100 Ṗ

投資動機ウエートの推移（製造業）

¸ וֹףּ 製造業の生産量・生産能力は緩やかに低下Ḯ

¸ ︡ ךּ ḱ צּ ︡ ףּ ḭより付加価値を生み出す投資が必要。
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¸ 2022

¸ 2021 18.7

¸ ḭAI ・ロボティクス等の省力化投資の推進ּצ ḭצּ 供給制約度と他
産業への波及効果性が高い産業領域に対して、優先順位をつけた供給制約解消・生産性向上策 צּ Ḯ

7%

設備投資の実績が当初計画を下回った要因
（工期の遅れ、工事費高騰に伴う見直し）

需給のひっ迫による工期の遅れ

ể.  
Ễ.25 ḭ25  ︡ בֿ  
ễ. לּ צּ︡ 14 פּ  
Ệ. צּ ḭ ḭ ￼︡ קּ ךּ

צּ Ḯ

大手50社の手持ち工事月数の推移
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ẑ Ḳ ḭ 12 ︡ Ḯלּךּ
ṕ ṖḲ ṡ2025 Ṣ

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ ṕ 50 Ṗּפ Ḯ



中東情勢による物価・経済への影響

¸ 原油価格（ドバイ）は２月と比較して一時２倍に上昇Ḯ וֹ ︡ ḭ激変緩和措置にצּ
より、足下は170 円程度 Ḯ

¸ 原油・ナフサの価格変動を受けḭ石油関連製品についても価格に変動が見られているḮ ︡ ךּ
ḭ ḭ一部では供給の偏りや流通の目詰まりが生じておりḭ ךּףּ ḭ וֹ

ךּ כֿ Ḯ

10
ṕ Ṗ Ḳ ṡ ︣ Ṣḭ Ḳ ︣ ṕ ể Ṗ
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人口減少に伴う構造的人手不足①

¸ ḱ ḱ 労働参加率 ḭּך￼ 世界最高水準 ךּ Ḯ ︡לּ ḭ生産年齢人口
ḭ2030 טּ ḭ健康生産年齢人口צּ 2040 年まで一定 Ḯ

¸ 供給制約となっている人手不足 ︡ ḭ ︡ 高齢者・女性等の活躍ḭ ︡ 省力化ḱデジ
タル化を通じた生産性の向上ḭאל 少子化対策 Ḯ נּ ḭ נּ ḭ

קּ ḭ ṇ 一人ひとりが意欲と能力を十分に発揮で
きる環境整備ּצ Ḯ

¸ ḭ ḱ 人手不足で省力化投資が十分に進まずḭ供給制約が常態化︡ ︡ לּ צּ
︣ ḭスピード感をもって、省力化を中心とした投資による生産性の向上・事業再構築・事業再編等に取り組むこ
とּצ קּ ḭ「中堅・中小企業の『稼ぐ力』強化戦略」לּ Ḯ

男性・女性・高齢者の労働参加率

男性
(15 ～64歳)

女性
(15 ～64歳)

高齢者
(65 歳以上)

（%）

（%）

（%）

日本 米国 英国 フランス ドイツ

1990

2024
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2024
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2024
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24.3 

11.8 
5.6 

2.4 3.0 

26.1 19.5 

11.9 

4.4 
9.4 
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（年）

生産年齢人口・健康生産年齢人口が総人口に占める割合

比較的フラットな期間

2025 2040

推計値

ṕ Ṗ20 ṕ73.4 Ṗ ︡ ךּ Ḯ健康寿命 ḭ
ḭקּ קּ אל Ḯ2024 ṕּך￼ ḱ ṖḮ

ṕ ṖWHO ṡWorld health statistics 2024 Ṣ, United Nations ṡWorld Population Prospects 2024 Ṣ Ḯ

健康生産年齢人口

生産年齢人口

ṕ ṖOECD.stat Ḯ
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人口減少に伴う構造的人手不足②

ṕ Ṗ ḲJILPTṡ2023 Ṣ
Ḳ ṡ Ṣḭ ṡ Ṣ

¸ ḱ ḭ ︣ ṕ ṇ ḱ Ṗּצḭ צּ ︣
︣ ︡Ḯ

¸ צּ ḭ労働集約型の非製造業は労働生産性の伸び率も低く、人手不足感שּאל
が強い。

¸ קּ אלכֿ ךּ ḭ טּצּ Ḯ

雇用人員判断DI と労働生産性(実質)の関係性
（2014 -2024 年平均）

人手不足

就業者数・就業率の見通し
(労働生産性の
伸び率)

-3.0%

-2.0%

-1.0%
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1.0%

2.0%

3.0%

-60-50-40-30-20-100

ṕẑṖ 2014 -2024 ṕ טּ Ṗ
2014 -2024 DI
אלקּ 2024 ( ) טּ Ḯ
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人手と設備の不足状況

ṕ Ṗ ṡ Ṣ

雇用人員判断DI と生産設備判断DI の推移
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設備判断

雇用判断
設備判断

¸ 1990 ךּףּ DI DI ︡ ךּ ḭ2010צּ צּ Ḯ

¸ ḭ צּ ḭ雇用不足が顕著であるが、設備も不足︡ ךּ Ḯ

¸ טּצּ ︡ ḭ構造を把握し、必要な政策を講じていくֿכ צּצּ Ḯ



名目賃金はプラス、実質賃金も足下はプラスに転換

¸ 2026

¸ 「名目賃金」は50ヶ月連続プラスḮ ףּ Ḯ

¸ 2026 2 ṡ ṕ ṖṢ ḭ +2.0% 3 Ḯ

14

春季労使交渉回答集計結果（第4回連合集計）の推移
（％）

ṕ Ṗ 300 ṕ
Ṗ 1990 Ṍ2025 2026 4

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ ṕ5 Ṗ
ṕ Ṗ ӵ 2 Ӷ2026 4 8

（月）

（年）
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名目賃金と実質賃金（現金給与総額）
（前年同月比）
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（消費者物価（総合）で実質化）
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労働生産性と実質賃金の推移

¸ 労働生産性:日本の労働生産性は、過去30年で年率で1% 以上伸び קּ ḭצּ ︡  Ḯךּ

¸ 実質賃金:日本の実質賃金は、過去30年で微増にとどまるḮ

¸ 実質家計消費: 実質賃金と同程度 טּצּ ḭצּ ︡ 低迷︡ ךּ Ḯ

労働生産性の国際比較 実質賃金の国際比較

ṕ Ṗ Ḳ2020 ṕ ṇ Ṗ ︡ GDP ṕ Ṗ Ḯ Ḳ2020 ṕ ṇ Ṗ ︡ ︡ ṕ Ṗ Ḯ
Ḳ2020 ṕ ṇ Ṗ ︡ ṕFinal consumption expenditure, Households Ṗ Ḯ

ṕ ṖOECD.stat Ḯ
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(年)

フランス
=+1.0%/ 年
(1991~2025)

英国
=+1.1%/ 年
(1994~2024)

日本
＝+1.2%/ 年
（1994~2024 ）

時間当たり労働生産性（ドル/ 時間）

米国
=+1.7%/ 年
(1998~2023)

ドイツ
=+1.1%/ 年
(1991~2025)

(年)

時間当たり実質賃金（ドル/ 時間）

米国
=+1.5%/ 年
(1991~2021)

英国
=＋1.5%/ 年
(1994~2024)

ドイツ
=+1.1%/ 年
(1991~2025)

フランス
=＋0.9%/ 年
(1991~2025)

日本
=+0.5%/ 年
(1991~2024)

実質家計消費の国際比較

米国
=+1.9%/ 年
(1991~2024)

英国
=＋1.5%/ 年
(1991~2024)

ドイツ
=+0.9%/ 年
(1991~2024)

フランス
=＋1.0 %/ 年
(1991~2024)

日本
=+0.7%/ 年
(1991~2024)

国民1人当たり家計消費額（ドル/ 人）

(年)
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米国

労働生産性・労働分配率・交易条件の国際比較
¸ 労働分配率は低下傾向にありḭ ḱ ︡ 労働生産性と交易条件において差がある

16ṕ Ṗ Ḳ2020 ṕ ṇ Ṗ ︡ GDP ṕ ú Ṗ Ḯ
ṕ ṖOECD.stat Ḯ
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-1.0%

-0.5%
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1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

労働生産性上昇率 GDPデフレーター － CPI上昇率

雇主の社会負担 労働分配率の変化

自営業者、混合所得等 税・補助金

実質賃金上昇率（マンアワーベース）

ṕ Ṗ

¸ ṕṬ Ṗ

¸ ṕ Ṗ

ṕ Ṗ ḲGDP ṇ ṇ CPI ḭ ḭ ךּ ︢ Ḯ ḱ ḭṡ ḱ אל ṇ Ṣ כֿ טּ Ḯ
ṕ Ṗ Ḳ ṡ ễ וֹףּ ︣ ṕ ệ Ệ ệ ṖṢ ḭ צּ Ḯ Ḳ ṡ Ṣ Ḯ

17

( )
ṕ1995~2025 Ṗ
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輸入物価指数(右軸)
1995 1 :84.3
ἲ2026 3 :127.6
=上昇

輸出物価指数(右軸) 
1995 1 :134.5
ἲ2026 3 :120.7
＝低下

交易条件(左軸)
1995 1 :1.6
ἲ2026 3 :0.9
＝悪化
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交易条件の要因分解

¸ ︣ ḭ輸出物価の下落の大部分は電気・電子機器 ḭ電気・電子צּ
機器は輸入物価も下落︡ ףּ ḭ価格競争が激しい産業 טּ כֿ ךּ Ḯ輸入物価の主な上昇要因は、
鉱物性燃料 טּ ḭ כֿכֿ ︡ ךּ Ḯ
ẑGDP ṇ ṇ ךּ ḭצּ ṇ צּ ךּ כֿךּ Ḯ

ṕ Ṗ ṡ Ṣ Ḯ

交易条件指数の変動要因分解 輸出物価の品目別要因分解

輸入物価の品目別要因分解

（年）

（年）
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マクロ経済運営に関する世界での議論状況（今後要精査）

19

1. 構造の変化

2. マクロ経済指標への影響

3. マクロ経済政策の意義の変化

ü 地政学ショックḲ צּ
ḭ貿易・投資・技術・金融チャネル

ü 供給制約の顕在化Ḳ 需要面の調整ּצ טּ ḭצּ
高齢化による労働力の減少ḭ移民政策の制約・政治的反発ḭAI の雇用への
影響ּצ ḭrḱg ︣

ü ネットワーク化・技術革新の影響Ḳ ṇ ḭṡ
Ṣ צּ 非線形に波及Ḯ 国家間・産業間

での格差を拡大︡ḭ צּ

物価への影響
2020

נּ צּ
Å 供給ショックが代替財への需要シ
フト צּ ḭ

צּ
Å 企業の価格決定権ּצ ḭ

צּ
Å 労働供給制約
Å ṇ 特定産業の
供給ショックּצ

金利への影響
Ẑ ṕr* Ṗ
Å AIḱ 投資需要回復
Å 地政学リスク ḱ

Ẑ Ḳ
Å 限定的
Å キャッシュリッチ
Å 財政負担に直結צּ

Ẍ財政政策の再評価
ṧ ṧ ḱ ṧ
「総合国家戦略ツール」לּ ︡ ḭ

︣
ü 「国家投資」論の具体化Ḳ ḭשּ
「社会的リターンが高い分野への国家投資」 ︡

ü 「債務持続性」の考え方Ḳ PB נּ ḭrと
g טּ ḭ金利への目配り 成長率の引上げ ︣

ü 「ポリシーミックス2.0 」: צּ
טּ ḭצּ ︡ ךּ כֿ פּ ḭ財政・金

融・マクロプルーデンスの三位一体での設計ּצ Ḯ

Ẍ金融政策を取り巻く環境の複雑化
לּךּ צּ אל ḭ
︣ צּ ךּ

ü マクロプルーデンス政策の重要性ּצ שּ
ü 非銀行金融仲介が急拡大︡ḭṡ Ṣּפ ṡ

ḱ ṇ Ṣ
ü 気候変動リスク ḱ ︢ ḭ

︡ḭマクロ金融安定政策の一要素成長率への影響
長期停滞論の変容Ḳ低成長は継続︡
ךּ ḭצּ ṕr* Ṗ

¸ ḭリーマンショック・コロナといった想定を上回るショックを経て、パラダイムが変容Ḯ
ḭ需要・供給・財政・金融・地政学・技術革新・金融市場構造 ךּ 多層領域の構造的変化が同時に進行︡ ףּ ḭ

ḱ קּ ךּ Ḯ

¸ אל マクロ経済運営の進化 ︡ḭグローバルでのアカデミアでの議論 ︡ Ḯ
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1. マクロ経済運営のあり方

2. グローバル競争型産業

3. 新技術立国・競争力強化

4. 好循環のミッシングピースである消費活性化

5. 未来の経済社会システムのあり方



21

日本のグローバル産業の競争力
¸ ṇ וֹ ḭ Ṭ ḭ Ṭ

ḭ אל Ḯֿכ 2 וֹףּ ṇ ︡ḭ ︣ ḭ
Ḯ

¸ ṇ ḭ לּ ḭֿכ צּ קּ קּ אל ḭפּ
ḭצּפּ ︣ Ḯ

プロダクト価値(内在的要素)

市場獲得の仕組み
(外在的要素)

商社(顧客・商流)、金融(投資家・発行体)、
情報通信（顧客・サードパーティ）等

自動車/ 機械(工作機械/  産業用ロボット/ 建
機/ 医療機器等)/ 医薬品等

צּ
Ṭ קּ ךּ

高機能・先端素材/ 電子部品・デバイス(含
む半導体)/ 精密・光学機器/ コンテンツ/ 観
光(インバウンド)/ 食産業等

:

グローバル競争を左右する決定因子による産業ポジショニング(現状)

組織的技術力 ḭ ṇ
ṇ 資本集約型のネットワーク

︡ḭ規模の経済 ḱ

プロダクト(製品・コンテンツ・
サービス)そのもの 特性/ 提供価値

企画開発力や専門的技術力ּצ
ṕ ḱ ṇ Ṗ

ḭ וֹףּ
ṇ グローバル・ネットワーク

︡ḭ強固な参入障壁

:

市場獲得のメカニズム/ システム
( ḱ ṇ ḱ

ṇ ṇ )

¸ ṇ ṇ צּ
קּ נּ ḭṡ
Ṣּצṡ Ṣ Ḯ

¸ ṇ ṇ AIḱ
ḭֿכ צּ ḱ

︡ḭ2 צּ
︣ Ḯ

日本産業の現状と競争力
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日本の産業の現状と競争力(まとめ)
プロダクト中心型 ハイブリッド型 仕組み中心型

/ // ( /  / /
)/

ḱ / ḱ ( )/
ḱ / / ( )/

ṇ

Đ / グローバル(ニッチ)トッ
プ צּ

Đ高付加価値産業における不可欠性 ︣  (
)

Ē 新興国がコスト競争力とスピードで成長

Đ ṇ / / / / エンタメ・ク
リエイティブ領域は国際的な評価

Đ ḭ ḭ ḭグ
ローバル上位のシェアṕ

ךּ Ṗ

Ē圧倒的なコスト競争力を有する中国企業等が機能面でも
急速ににキャッチアップし、一部では逆転も発生

Đ ḭ ḭ ( ) ḭグローバル
なネットワークを形成︡ḭ

V ḭ

Ē ךּ ḭ ︡ グローバルなプレ
ゼンスはスケール不足

Đ独自の暗黙知(現場力/ 属人的熟練技能等) שּ /

Đ ṇ︣ 国内産業クラスターּצ

Đ日本ブランド( ḱ ḱ / /
ṇ)

Đ摺り合わせ力に由来する、グローバルバリューチェーン
のオーケストレーション力

V ( ṧ ṇ
/ )ú úSC ṇ

V ḭ ḱ ṇ
שּ ḭ ṇ ḱ ḱ

ḱ ṇ ṇ

Đ ︣ ḭ多様な国際仕様や
規制、顧客ニーズへの対応力

Đ日本ブランドの信頼性と訴求力

Đ多様な国際仕様や規制、顧客ニーズへの対応力

Đ日本ブランド

Đ他の領域の日本企業のグローバル市場でのプレゼンス

V ḭ
ḭ ṇ

ṇ צּ ךּ

¸ SC川下( ṇ ṇ/ )
צּ

Ē多層的で複雑なSCּצḭ Ṍ ṇ ṇ 適切なプ
ライシングや、消費者/ 川下ニーズの吸い上げを阻害

ĒグローバルなSCの構築/ 有望マーケットへの接続性に
課題を残す企業/ 産業も存在

¸ ḱ ḭ
︣ 探索/ 研究/ 開発ּצ

Ē צּ ︡ḭ
צּ ￼ ḱ

¸ ḱ ḭ
︣ 探索/ 研究/ 開発ּצ

¸カスタマイズ化・サービス化・サブスクリプション化等、
川下領域での付加価値創出がさらに進む可能性

Đ ( ḱ ṇ ) 高度
なノウハウや強固なネットワーク

Ē ṇ 企業連携等の取組は道半ば

Ēデジタル等のサービス化は欧米や中国に遅れも

¸巨大な資本投入等によってスケーラビリティを確保し、
グローバルなネットワークを迅速に展開する力ּצ

Ē ṇ ṇ ḭ

¸顧客やパートナーとの独自のネットワーク形成・囲い込
み、 פּכֿ ︢ ユニークデータの蓄積と活用が付加
価値創出のポイント

Ē ḭ
︡ḭ

Đ ḭ ṇ ṇ ︣

ĐḲ ḱ ĒḲ ḱ

日本産業の現状と競争力
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¸ ṇ ḭ ḭ ḱ ễ ḭ קּ ︣ Ḯ

¸ כֿ ễ ḭ「産業・機能の統合・分化のダイナミズム」「”グローバル(国際分業)”と”リージョナル(地産
地消)”の再構築」「社会課題を起点とした新たな需要・市場の誕生」ּצ Ḯ

主な環境変化とそれがもたらす産業構造への影響

①テクノロジーの進化
¸ AI ︡

ṇ צּ

②国際秩序の変容
¸ ḱ ḭ

צּ ḱ

③社会課題の多様化・深刻化
¸ Ồợ קּ קּ

צּ נּ

産業構造
への
影響

¸ ḱ ṇ
︣ ṇ ṇ

ṇּצ Ḯ

¸ ḱ
ṇ Ḯ ¸ ṇ ṇ

Ḯ

¸ Ồợ וֹ ḱ
ṇ Ḯ

¸ ḱ
Ḯ

¸ תּ ṇ צּ
אל ךּ ḭ

ṇ Ḯ

¸ ṇ AI
Ḯ

¸ ḱ ḱ
צּ ︡ḭ ḱ

ṇ Ḯ
¸ ṇ

Ḯ

地産地消化が進展︡ צּ ḭ展開
先・調達先多角化やサプライチェー
ン強靱化を目的とした有志国連携ḭ
グローバルサウスとの連携を強化す
る קּ Ḯ

資本・データ蓄積を武器とする統合
צּ ḭ研究開発等の高度化は
機能分化の呼び水にḮ
ṕ AI

︢ Ṗ

主な
環境変化

社会課題を起点とした新たな価値・
ニーズと需要・市場ּצ Ḯ

ḭ ︡ ךּ ḭ供給
制約を増大。

産業構造転換の契機となる環境変化
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テクノロジーの進化がもたらす産業構造転換への影響

情報科学・システム
ṖAIḭ ḭ

¸ ḱ ḱ ︣ כֿ ḭ ךּ וֹףּ ḱ ṇ
︣ ḭ ṇ ḱ

ṇ Ḯ
¸AI ︡ ṇ צּ ḭ פֿ ṇ ḱ
קּ ṇ צּ

¸ ḭ ךּףּ ḭAI ṇ ṇ ḭOT
ṇ ḱ Ḯ

エネルギー・環境
Ṗ ṇ ṇḭ ṇ

¸SṧễE ︣ ṇ
︣ כֿ ḭ

Ḯ
¸ ṇ ṇ

ḭךּ ︣
צּ Ḯ

バイオ・ライフ・ヘルスケア
Ṗ שּ ḭ /
ṇ

¸ ḭ ḭ
ḱ ḱ

ḭ ḱ
צּ

¸ שּ צּ
ḱ Ḯ

材料・デバイス
Ṗ ḭ

¸ ︢
Ḯ

¸

ḭצּ ḱ
ḱ ṇ
Ḯ

¸ ṇ ṇ ṇ ḱ ṇ ḭ
נּ צּ Ḯ

¸ טּ ṇ צּ נּ ḭצּ ḭAIוֹ 、量子、ロボティクスをはじめとした情
報科学・システム分野のテクノロジー 幅広い産業の構造転換に影響 נּ ḭ他のテクノロジーの進化を加速化︡ḭפּ

ṇּצ נּ אל Ḯ

他のテクノロジーの進化を加速化

産業構造転換の契機となる環境変化
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Ṍ Ṍ
¸

¸ 1980

¸

¸

¸

¸ WTO ṕ2001 Ṗ

¸

産業構造転換の契機となる環境変化
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ṕ Ṗ ṕ Ṗ
ṕ Ṗ

NPT IAEA
ṕNATO Ṗ

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ ṕUSAIDṖ ṕ Ṗ

ṕIMF GATT WTOṖ
ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

¸

 ἲ

産業構造転換の契機となる環境変化
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¸ ḱ 各産業が抱える制約を強化︣ ḭ適応の可否が産業競争力を分かつֿכ Ḯ ḭ
︡לּ צּ נּ נּ כֿ 新たな価値・ニーズや市場・需要צּ ḭ産業構造転換を促す

ドライバー Ḯ

¸ Ồợ וֹ クリーンな価値へのニーズが高まる ḭ制度整備やサプライチェーン全体でのＧＸを適切な
スピードで実現できなければ、コスト・供給制約が増加Ḯ

¸ ḱ ḭ健康需要や地域ビジネスの事業性向上の必要性を高める ḭ労働供給制約 לּ Ḯ

社会課題の多様化・深刻化がもたらす産業構造への影響

Ex.①ＧＸの実現

Ex.②人口減少・少子高齢化

ḱ ṇ

¸ ṇ ṇ וֹ
פּ ḭ ḭサプライチェーン全体でのＧＸּצ

ṕ toC ṇ ︡ ṇ ṖḮ
¸ ︡לּכֿ ︡ ḭ脱炭素資源・エネルギーの必要性ּצ Ḯ

¸ グリーンな資源・エネルギーや物質の供給制約は、 ḱ ṇ
Ḯ

¸ ḱ ḭ健康需要が高まる。
¸ 人口減少による需要密度の低下により、採算性が低下することから、事業の
広域化・多角化を通じて地域ビジネスの事業運営を効率化する必要性が高ま
る。

¸ 生産年齢人口の減少 ḭ労働供給制約ּצ
¸ 短期的にはデジタルを活用した省力化投資 צּ ḭ中長期
的にはAIロボティックスの普及 ḭ צּ ︣ Ḯ

¸ ḱ ךּףּ ḭ製造工程におけるＧＸはコスト増
要因Ḯ Ồợ צּ ︡ וֹ ḭ Ḯ

¸ 経済安全保障・事業継続上の要請ּפ 資源制約の解消に貢献し得る資源循環
への関心ּצ Ḯ

ḱ ṇ

¸ 各国のＧＸ政策の方向性がグローバル産業競争力に直結Ḯ
¸ ＧＸの非価格価値化は国内産業の競争優位性を強化し得る ḭ צּ

︣ ḭ競争相手国が豊
富なＧＸエネルギーを保有する場合、非価格価値効果は低減Ḯ
ṕֿ︡לּכ ḭנּ Ṗ

産業構造転換の契機となる環境変化
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グローバルな産業構造の主要な変化
情報・サービス産業 ものづくり産業

資源・エネルギー産業

【ビジネス・エコノミクス(経済的メカニズム)と基本的な行動原理】

Å ネットワーク効果による参入障壁 限界費用ゼロによって規模の経済ּצ שּ
︣ כֿ ḭテクノロジーの進化に応じた迅速かつ大胆な投資によって、
スケール化 Ḯ

Å ךּ פּ 資本市場の力を得やすい טּ ḭṡ
ẓ ṇ ẓ Ṣ ךּ

成長/ 市場活用戦略 Ḯ

Å データエコノミー 計算資源 ḭ 半導体や電力ḭ
優良な非公開データへのアクセスּאלצ スケール化に向けた制約要因
לּ Ḯ

【主要な変化】

Å ṇ ṇ ṇ ḭ消費者とのインターフェイスの独占で生み出す豊富な資
金力を武器に、AI デジタル産業基盤開発も主導。

Å 産業の上流(技術標準)/ 下流(マスデータ) ḭנּ ṇ ṇ 競争力
格差を拡大しながらḭ ṇ ṇ ( ḭ ḱ ṇ

) 事業領域を拡大Ḯ

Å ṇ ṇ ḭ独自性確保(卓越した技術力やブランド、ユニー
クなデータ等)と、そのためのネットワーク拡充が生命線となり、拡大競争が加熱。

【ビジネス・エコノミクスと基本的な行動原理】

Å 総資産に占める固定費比率が大きくḭスケーラビリティ追求ּצ טּ ḭ
海外市場を含めた市場シェアの維持・拡大 Ḯ

Å コモディティ化の罠に陥り、コスト勝負 ︣ שּטḭּשּ 技קּ
術力の向上、暗黙知/ 非構造化データ等のユニークデータの活用、ブランド化やソ
リューションビジネス化等を組み合わせ差別化Ḯ

Å ḭ ḭצּאל פּ リスク性の高い資
金調達の障壁 Ḯ

【主要な変化】

Å 中国等のものづくりプレーヤーのキャッチアップ ḭハイパースケーラー等נּ
がデジタル産業基盤/ 最終消費者接点 ṇ ものづくり(とサービスの融合)
領域へと進出。競争が過熱へ。

Å צּ ︡ḭUX ( ṇ /SDV
צּ( שּךּ ךּףּ ḭ純粋なモノづくりの価値低下・コモディ

ティ化/ 均質化が進む Ḯ

Å שּ ṇ ṇ ḭ / לּ
Ḯשּךּ ẑものづくりの価値が低下する場合でも、プレーヤーが減少︣ כֿ
ḭ צּ Ḯ残存者の競争力が再度向上︣ Ḯ

【ビジネス・エコノミクスと基本的な行動原理】

Å 巨額投資による開発リスク ︣ スケーラビリティを追求ṧポート
フォリオ投資によるリスク分散や共同開発 Ḯ

Å 価格変動リスクを抑える ḭ長期契約やオフテイク契約による安定収益確保ּצ
Ḯ

【主要な変化】

Å 半導体、グリーン技術等の需要拡大と地政学リスク レアアースの希少性 Ḯ
︢ Ḯ

Å 安定供給と脱炭素の要請を両立した事業ポートフォリオ צּ Ḯ

産業全体では、地政学リスクを主因とした地産地消化や、希少資源の囲い込みの必要性など、グローバルなバリューチェーンの再編成/ 最適化ּצ Ḯ

グローバルな産業構造変化の潮流
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グローバルな産業構造変化の潮流

情報・サービス産業 ものづくり産業

資源・エネルギー産業

最終消費者インターフェイス(下流)：マスデータの掌握とフィードバック
ループ創出/ 顧客接点の独占
Å UI ( AI ẓ AI ṇ ẓ AI )

デジタル産業基盤(上流)：産業データ/ 技術標準の掌握
Å HPCḱ / /AI ḱ /

/ ṇ / ṇ

情報・サービス(全般)：ユニークネスに基づく生存競争加熱
Å ṇ שּ ṇ ṇ ḭ

( ḱ )
Å PF

ṇ ἳ / וֹףּ 消費者接点(下流)：
顧客データの獲得/ 顧客の囲い込み/UX 軸での差別化
Å SDx/ ḱ ṇ

ẓスケーラビリ
ティで勝ち抜く

ものづくりプラットフォーム(上流)：産業データ/ 技術標準の掌握
Å ITḱOT ṇ /

情報・サービス/ ものづく
りの融合領域：競争過熱
Å / ḭ

ḱ
צּ

グローバル産業(全般)：サプライチェーンのグローバル最適化
Å ḭנּ נּ ṇ ẓ

ṇ ḱ ṇ צּ
Å ḭ לּ ṇ ḭ ṇ

לּ ṇ ṇ פּ

ẓプロダクト特
化で差別化

資源メジャー：希少資源の戦略的利用
Å / טּצּ

ẓ

開
発
・
製
造
・
サ
ー
ビ
ス
等
へ
の

機
能
分
化(

レ
イ
ヤ
ー
特
化)

製造(全般)：純粋なものづくり
の価値低下、コモディティ化
ẓビジネスモデルの転換/ 特化

資源・エネルギー(全般)：脱炭素対応と安定供給
を両立した事業ポートフォリオの構築

ṇ

/ ḭנּ
ṇ

¸ כֿ ḭנּ אל ṇ Ḯ

¸ Ḳ ṇ ṇ ḭקּ Ḳ ḭ Ḳ ṇ ṇּצ / ︣ ḭ ︣Ḯ

ṇ

グローバルな産業構造変化の潮流
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持続的なグローバル競争力獲得に向けた「5つの横串戦略」と「5類型の勝ち筋」

ḱ

ḱ

ḱ
Ồ
ợ

A
I

ḱ
ḱ

ḱ

ḱ
ḱ

重点産業領域(日本成長戦略会議「17の戦略分野」)

グローバル産業横串で
具備すべき戦略

グローバル
スケーラー

資源・
エネルギー

デジタル産業
レイヤー
マスター

領域トップ5類型の勝ち筋
ẑ

A.  AI と他産業のかけ算によるAI トランスフォーメーション(AX)
B.  サプライチェーン強化等を通じた経済活動の持続性向上
C. デュアルユース領域の拡大を通じた防衛と経済の好循環
D.  新技術の社会実装による社会課題解決・多様な安全保障の実現
E. 日本ならではのコア・コンピタンスを活かした世界市場の獲得

×

真にグローバル競争力のある高付加価値な産業構造とグローバルバリューチェーンの実現

( ) ( )(AI)( )

産業・通商・経済安全保障政策
の有機的な連動(内外一体性)

¸ ךּףּ אל ṡ17 Ṣ ︢ ︣ 日本産業が真にグローバル競争力のある高付加価
値な産業構造とグローバルバリューチェーンを実現︣ ḭグローバル産業横串で具備すべき戦略 5類型の勝ち筋

︣ Ḯ

日本のグローバル産業の勝ち筋
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グローバル産業横串で具備すべき戦略の方向性①

¸ וֹףּ 17 ḭ我が国が経済成長と様々な安全保障を同時に実現する上で重要な産業が選定אל
ךּ Ḯ ḭ ṇ ḭ ṇ ṇ לּ ḱ ךּ ḭ ḱ ṇ
ḱGX לּ שּ ︣ ḭ幅を持ったポートフォリオ ךּ Ḯֿ︡לּכ ḭ
︡ ṇ ︡ḭ ṇ שּ ḭそれぞれの分野において、「主要な製

品・技術等」を選定︣ כֿ ︡ ךּ Ḯ

¸ ḭ17 ךּ ḭそれぞれが独立的に戦略や投資ロードマップを策定するだけでは、成長戦略として統合
的に検討・策定する効果が最大化されないḮ ḭ ךּףּ ḱWG ṇ טּ
ךּ אלצּ ךּ כֿ טּ כḭֿצּ ḭאל ḭ ṇ ḭ ḱ

ṇ שּ ḭグローバル産業横串で具備すべき戦略נּ ךּ ḭ ệ Ḯ

 A. AI と他産業のかけ算によるAI トランスフォーメーション(AX) の推進

 B. サプライチェーン強化等を通じた経済活動の持続性向上

C. デュアルユース領域の拡大を通じた防衛と経済の好循環

 D.  新技術の社会実装による社会課題解決・多様な安全保障の実現

 E. 日本ならではのコア・コンピタンスを活かした世界市場の獲得

日本のグローバル産業の勝ち筋
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A. AI と他産業のかけ算によるAI トランスフォーメーション（AX）の推進

¸ Ṅ ṇ ḭ AIוֹ が、全ての産業において、付加価値や競争力に抜本的な変革を生むことは必
至Ḯ ḭאל ḭ טּ ︡ וֹ כֿ צּ Ḯ

¸ ḱ ︡לּכֿ ︢ טּ ḭ ḭAXの波に乗り遅れるリスクּטּצ
ḭ ṇ ṇ צּ אל ︡שּ טּ ḭ様々な事業・産業の現場のユニーク・データとAI の融合で

あるフィジカルAI が主戦場 ḭこれまで米中二強状況であった競争環境の中で、反撃に出るチャンスּט Ḯ

¸ ḭ AIḱ ṇ AI ḭ ḱ ḱ ḱ ḱ ṇ ḭ
ṇ צּ ︡ḭ ṇ צּ Ḯֿ︡לּכ ︡ḭ ṇ

כֿ צּ Ḯ ︡ḭ צּ AI ḭֿ︡לּכ
צּ ḭ ṇ צּ Ḯ「自動化」と「構造化の高度化」を
両輪で進め、現場データの高度活用を実現することが重要。

¸ ḭ Ṭ כֿ אל ḭ競争領域はバーティカルAI モデルのレイヤー
כḮֿפּ ṇּצ ךּ ḭ新たな独占ゲームが展開される中、日本企業・産業が勝ち筋を見
出す領域の特定と世界に先駆けたビジネスの展開が不可欠Ḯ

¸ ṇ AI -Ready וֹ ḭデータの収集・所有とプロフィット・シェアのあり方、GAFAMモデ
ルとは違ったフィジカルAI に最適なエコシステムの拡大等、スケーラビリティを持つビジネスモデルの開発・実装ができる
צּפּ Ḯ

¸ AI ḭ צּ ︣ ṇ ḱ צּ ︣ ḭ ṇ Ḯ
ḭ政府が補助金のみならず、エクイティ性資金も含めた資金供給・リスクテイクを積極化︡ נּלּ ḭ

AI אל Ḯשּךּ

グローバル産業横串で具備すべき戦略の方向性②
日本のグローバル産業の勝ち筋



B.  サプライチェーン強化等を通じた経済活動の持続性向上
¸ ḭ צּ ︣ ḭ自律性をコアとしたサプライチェーンの持
続性をいかにして高めるかが中長期的な競争力の源泉 Ḯ ṇ טּ צּ נּ נּ צּ

ḭ「合成の誤謬」を脱却するための方策を官民連携して実行︣ כֿ צּ Ḯ

¸ ︡לּכֿ ︡ ︣ ḭ我が国が世界の産業構造にとってかけがえのない技術や物資を供給す
る不可欠性を持つことは、ビジネスの観点から見ると、その技術・物資における高いグローバルシェアを獲得することで多大
な利益を得ることにも貢献し得る。加えて、 ︣ צּ ︡ 対応力を高めることにもつ
ながるḮּפּך ︡ ︡לּכֿ ︣ ḱ שּ צּפּ Ḯ

¸ ḭ効率性重視のグローバル化が進む時代から地政学リスクへの対応が不可欠な時代に転換︡ טּ ḭ 供給安
定性といった新たな価値が企業価値の向上 צּ לּךּ ︡ḭ צּ
נּ צּוֹ Ḯ

¸ ︡ ḭ米国自身がこうしたリスクを強烈に意識し、プライスフロア等の特定国に対する新たなハイフェン
スを生み出し、同志国への連携 ךּ Ḯ産業政策に加え、こうした通商政策上の新たなトレンドにどう戦略的に向
き合うかも含め、ミドルパワーとしての経済安全保障政策の進化ּצ Ḯ

C. デュアルユース領域の拡大を通じた防衛と経済の好循環
¸ ḱאל︡ צּאל ︣ ḭ צּ Ḯ ḱקּ טּ ḭ

NATO GDP 5% קּ בֿ ḭ וֹ צּ Ḯ ḭ
ḭ①「新しい戦い方」におけるドローンなどのデュアルユース技術の重要性、②長期נּ

戦に対応可能な継戦能力＝国内生産基盤の構築の必要性 ךּ ḭ ḱ צּ אל
כֿ Ḯ

¸ צּ ︡ ḭデュアルユースを含めた国内の生産・技術基盤の強化 כֿשּךּ צּ טּ ḭ
ḱוֹ וֹ ︡ḭ有事に防衛用途に転換できる生産基盤への投資ḭ ḱ ṇ
ḱ ṇ イノベーションの創出・装備移転 ḭנּ
ṇ ︢ 海外防衛サプライチェーンへの参入 ךּ כֿשּ צּ Ḯֿ︡לּכ ḭグローバル
産業の競争力の強化 ︢ ḭ「防衛と経済の好循環」の拡大 Ḯ 33

グローバル産業横串で具備すべき戦略の方向性③
日本のグローバル産業の勝ち筋



D.  新たなテクノロジーの社会実装による社会課題解決・多様な安全保障の実現

¸ ḭ ḭנּ ṇ ḭ ḭ ḭ多様な安全保障の価値が
高まりつつあるḮֿכ קּ Ồợ ṇ ṇ ṇ ḭֿ︡לּכ 社会課題にこそ、グローバル市
場における新たな成長の源泉があり、新たなテクノロジーの社会実装をコアとしたビジネスを創出︡ כֿשּךּ צּ Ḯ

¸ ḭ ḭ 市場化・需要の顕在化は各国の政策・制度に依拠︣ כֿ ḭオーガニックに金銭価値化さשּ
れにくい性質を持つ ḭ ṇ ︣ R&D צּ ךּ ḭ民間企業
にとっての投資予見性は低いḮ ︣ ファイナンスエコシステムの形成、国内外での需要創出等、政策イノ
ベーション ḭ︡כֿ ︡ צּ Ḯ

E. 日本ならではのコア・コンピタンスを活かした世界市場の獲得

¸ AIḭ ḭ ḭ ḭ ṇ テクノロジーレイヤーでは、世界各国がほぼ重なる領域で競争が激
化︡ḭ ︡ ḭグローバルサウスの成長の取り込みを各国が競う Ḯֿ︡לּכ ḭ צּ פּ

ḭ日本のコア・コンピタンスを具体化し、それをベースとした競争領域の特定、リソースの集中投入ּצ Ḯ

¸ ḱ ︡ ḭフィジカルAI 領域、実際の製造能力、O&M含めた高度運用ノウハウ、安定したエグゼ
キューション力・信頼性、独自の文化・価値観・ナラティブやコンテンツ力、防災大国としてのノウハウ・データ、世界に先
駆けて少子高齢化した中で蓄積されたデータ צּ נּ Ḯפּ

¸ ḭֿכ ḱ שּ ḭ従来より認識されてきたものでもあるが、グローバルな産業競争力に繋げら
れているとは言いがたいḮֿ︡לּכ ḱ ︣לּ 「稼ぐ仕組み化」し、「グローバル市場での競争力」に
昇華することができるかּצ Ḯ適切なプライシングや取引条件を確保するための交渉力 スピード感を持った意思決定・実
行力ḭ収益力の高いビジネスモデルの設計ḭエコシステムの形成 ḭ שּ צּ ︡ קּ וֹףּ

צּ Ḯפּ

¸ ḭ17 ︣ אל ḭשּ נּ ḭשּ
פּ ṇ 、ḭグローバルサウスをはじめとした相手国の成長戦略の実現、ＡＸנּ

自律性・不可欠性の確保やＧＸに資する現代的な「パッケージ展開」のあり方も検討︣ Ḯפּקּ 34

グローバル産業横串で具備すべき戦略の方向性④
日本のグローバル産業の勝ち筋
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①-A.  グローバルスケーラー型の戦略方向性(素材型産業に通底する課題と必要な政策)(1/2)

前提：日本は技術力とグローバルシェアを有していたものの、足下はスケーラビリティを確保した海外企業にキャッチアップされており、収益性
が低下。以上を踏まえ、国内外の生産能力・シェアを維持・拡大するための戦略を示す。

¸基本戦略：秘匿性を確保しながら、スケール化で競争力を拡大する

¸高付加価値戦略：単純な生産だけではない「収益源の多角化」を目指す

ü「高級材×需要地×制度適応」をコアとしたグローバル市場の獲得
V ṇ ךּףּ ḭ輸出と需要地・顧客密着のハイブリッドが基本戦略Ḯ וֹ ︡

צּ ḭ市場アクセスの権利を獲得するための需要地生産の重要性は高まっているḮ ḭ「どの国で」「どの品種で」「どのוֹ
制度条件を受容して」勝つかのポートフォリオ設計 ḭךּ ḭ ︣ M&A Ḯ

V 停止と品質事故Ḯֿכ קּ O&Mソリューションは、自社競争力であると同時に、外販す
れば「O&M/ 保全ソリューション」市場になり得るḮ

V נּ ḭhard to abate ךּ ḭCBAM ṇ צּ ︡ḭ ṇ ḱ צּ Ḯ “CO₂
マネジメントにおける制度インフラ”で主導権を取り、価格決定力を形成Ḯ

ü貿易救済措置等の活用による過剰生産問題への対応
V EU ︡ ḭ ḭקּ ︡ Ḯךּ 保護主
義的措置に対しては毅然として日本産業への悪影響除去を主張︡ ḭ אל ︡

Ḯ
V ḭ צּ ךּ ḭ ︢ ṇ ︣ צּ ṇ פּ Ḯ

︡ ṇ ḭ כֿ ḭ公正な競争条件を維持
し、特定国政府による非市場的な支援を受けた企業が参入しにくい市場構造を形成できる。これにより、スケールメリットを確保しつつ、
持続的な市場秩序構築を図るḮ

üペイシャント投資競争に打ち勝つことで「高収益寡占状況」を創出
V פּנּ צּ ︣ ḭ官民連携しペイシャント投資競争に打ち勝ちḭ צּ

ḭ ︡ḭ ︣ טּ Ḯפּ
Å エクイティ性の資金供給など、スピード感をもったグローバル市場でのスケーラビリティ確保に向けた政策のイノךּ
ベーションּצ Ḯפּךּ

¸ 勝ち筋：如何に国内外のマーケットを獲得するか/ 如何に(国内含む)グローバルバリューチェーンで付加価値を創出するか 
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¸過剰供給・価格低迷によってスケール投資の回収困難化
üṡ ẓ ẓ / ẓ
Ṣ לּךּ ḭ ṇ ṇ ṇ

¸非市場要因（補助金・国策）＝市場ルールの歪みへの対応
ü צּ ḭשּ ṕ ḱ Ṗ

︣ ḭ

¸ファイナンス・スキームの組成が競争力に直結
ü ẓ
טּצּ ḭ צּ

¸サービス化の“工数の罠”とスケール問題
ü ṇ פּ ḭצּ
ṇ ṇ

¸経済安全保障・投資審査がクロスボーダーでの「スケーラ
ビリティ戦略」の前提条件化
ü ṇ ṡ Ṣ וֹ ḱ שּ
ḱ וֹ אל

ü ṇ ṇ M&A ḭ ṇ
ḭנּ ḱ ṡ Ṣ צּ

¸脱炭素化等、社会課題対応規制が市場アクセス条件
ü ḱ שּ
ü ṇ ︡ ṕ Ṗ צּ צּ

ḭ ṕ ḱ ḱ Ṗּצ
ẓ / ṇ ṇ ṕ
Ṗ

¸ 成長に向けた課題/ チョークポイント
¸非市場要因で加速するコモディティ過剰競争への対応
ü ḱ ḱ ḱ לּךּ פּ ︣
ḭ אל

ṇ
ü ṇ ṡ Ṣ ḱ שּ ḱ
︡ ︣ כֿ צּ

ü ︣

¸ファイナンス・エコシステムの高度化
ü ṇ ︢ ḱ ṇ ︣

ṕM&A ṇ ẓ ḭỒợ
︡ Ṗ

ü ךּ ḭ ṇ
ṇ ṇ וֹ ṇ

¸サービス化のスケーラビリティ確保

ü ṇ ṇ פּ ︡ḭ ṇ
טּ ︣ ḭ ḱ ḱ ṇ

︡ḭ ︣

¸クロスボーダーM&A 等を通じたスケーラビリティ確保
ü ḭM&A ךּ

︡ḭ
ü ḱ ︡ḭ ︣ ︡ ḱ

¸制度・データ認証のグローバルな相互運用性を確立
üCO2 ḱ ḭ

︡ḭ
üֿ︡לּכ ︣ כֿ ḭ ṇ ḱ ḱ

¸ 政策の方向性（仮説）
①-A.  グローバルスケーラー型の戦略方向性(素材型産業に通底する課題と必要な政策)(2/2)

日本のグローバル産業の勝ち筋
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①-B.  グローバルスケーラー型の戦略方向性(加工組立型産業に通底する課題と必要な政策)(1/2)

前提：自動車や産業用機械等、グローバル競争を牽引する産業・企業が存在。グローバルなサプライチェーンとシェアを有するプレーヤーが、今
後も競争力を持続拡大させるための戦略を示す

¸基本戦略：技術的優位性を確保しながら、スケール化で競争力を拡大する

üグローバルでのスケーラビリティを確保するため、国内/ 有志国の同業企業の合従連衡、コア事業を補完する企業等のM&A を進める

ü国内生産とグローバルバリューチェーンの最適バランスを実現
Vサプライチェーンのグローバル化/ 現地化 ḭ供給量の拡大と最適化( ḭ )
V ḭ国内サプライチェーンの維持拡充 Ḯ ṇ ( ︣ )ḭAI
︣ ḭ אל ךּ ךּ ︣ ḭ研究開発やキーコンポーネントの製
造機能等を維持するために必要な規模を残すֿכ צּ
Č ṇ ṇ オーケストレーション︡ḭオペレーショナルエクセレンスとプロダクトイノベーションを両立

üグローバルレベルでのサプライチェーンの徹底した合理化を図る
VAI ・ロボティクスの活用等をはじめとしたAI トランスフォーメーション ṇ ︡ ḭ /

V部品/ コンポーネントの標準化/ モジュール化 ︣
Vデジタルプラットフォームやデータ連携基盤の活用 ḭ ṇ / ḭ ︣

¸高付加価値戦略：単純な生産だけではない「収益源の多角化」を目指す

üアセンブリ、最終消費財メーカーを中心にサービス転換(ものづくり一本槍からの転換)を進める
VSDx / アフターメンテナンス型サービス/ リース型サービス ︣
ÂLTV Ḯ顧客の粘着性向上、フィードバックループ確立で競争力を強化

V異業種連携によってケイパビリティを拡充( ṇ Ḳ ṇ / ḭ / Ḳ ︣ ṇ )
Vマークアップ型プライシング(原価を基準とした価格設定)からの脱却

ü機能分化・特化を進める
Č ṇ ṇ Ḳ ( )/ ( /CDMO) ךּ שּ ḭIT/OT

ṇ ( Ḳ ṇ  Xcelerator )
Č Ḳ AI(AI ḱ )

¸ 勝ち筋：如何に国内外のマーケットを獲得するか/ 如何に(国内含む)グローバルバリューチェーンで付加価値を創出するか 
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¸スケール化と開発力の両立に向けた人材の質と量の不足
ü / צּ ḭפּ /
וֹףּ נּ צּ

üAIḱ שּךּ
טּצּ ḭ / צּ

¸継続的なスケール化に向けた資金創出/ 調達の難しさ
üM&A/ ḱ / / ṇ

פּ נּ צּ
ü ṇ לּ ḭ
ṇ ṇ B/S

צּ
¸地政学リスクと重要部素材の確保難
ü ṇ
לּ ḭ

ṇ צּ
ü ṇ צּ ḭ

ḱ לּ
¸サプライチェーンの中核となる国内産業基盤維持
ü ṇḭ ṇ ḭ
פּ ḭ ṇ ḱ
צּ ḭצּ ḱ צּ

ךּ Ḯ
ü שּ ( ḱ ḱ ) ḭ

צּ ḭ ︡
שּשּ צּ Ḯךּ

¸技術優位を維持しつつスケール化を支える人材・スキル基盤の強化
ü AI -Ready ḱ נּ ︡ḭ ḱ

ü ḱ ṇ ︣ ṇ / ḮAIḱ
קּ

︣
¸継続的なスケール投資を可能にする産業金融・リスクマネー供給高度化
üM&A ḱ ḭ ḱ ṇ
︣ ḱ ︡ḭ ṇ ḱ
︡︣

ü ṇ ṇ B/S ︣
ṇ ︣

¸地政学等のリスクを踏まえたグローバルサプライチェーン再設計支援
ü ḱ ךּ ḭ ḭ ḱ ḭ
ṇ ṇ ︣

¸重要部素材の安定確保と代替技術の開発支援
ü ṇ ḱ ךּ ḭ ḱ ḱ

︢ ︣
ü ḱ ḱ R&D ︡ḭ
נּ ︣

¸国内サプライチェーン中核企業の維持・高度化
ü ṇ ︡ḭ ḱỏợḱ

︡ ḭOEM
︣

①-B.  グローバルスケーラー型の戦略方向性(加工組立型産業に通底する課題と必要な政策)(2/2)
¸ 成長に向けた課題/ チョークポイント ¸ 政策の方向性（仮説）
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② 領域トップ型の戦略方向性(各業種/ 分野に通底する課題と必要な政策)(1/2)

前提：日本ではグローバルなシェアを有する企業が多数生まれてきた。こうした企業・産業がさらに競争力を拡大させていくための戦略を示す

¸基本戦略①：顧客・パートナー接点を強化し、ユニークネスに基づく差別化を図る

ü顧客やパートナーとの独自のネットワークを拡大し、囲い込み、そこから生じるユニークデータ＝持続的な競争力の源泉を確立する
V ḱ ṇ ṇ פּ ṇ AI ︡ḭ ḱ ṇ אל フィードバックループを形成︣ כֿ צּ
V ṇ ︡ḭ ṇḱ ṇ ṇ

ü標準・規制の主導とブランド形成で価格決定力を確立する
V ḭ ṇ וֹ ḱ ḱ ︡ḭ技術優位をルールと選定基準に内生化אל
V ḱ ḱ ḭ צּ ︣ ︡ KPI ḭプレミアム価格の獲
得とブランド強化 כֿ צּ

¸基本戦略②：AI トランスフォーメーション(AX) を核とした、競争力のさらなる強化

ü暗黙知をAI -Ready 化することでユニークな競争力に磨きをかける
V / / 暗黙知を言語化/ 構造化し、デジタル活用でプロダクト/ サービスイノベーションへと繋げる

ü技術管理/ データ秘匿化の徹底で持続的な競争力を確保する
V צּ ︡ḭ ︡ ךּ תּ ḭ官民連携した技術管理等を実施
V ḭ ṇ תּ ḭ国内におけるAI モデル・データ基盤の構築を官民連携で進める

¸基本戦略③：勝てる領域への選択と集中をスピード感を持って進める
ü高付加価値×差別化可能領域を特定する
V ḱ ṇ ṇ (Ẕ ṇ AI ) ṇ ṇ ︣ כֿ ḭ有望領域/ 市場の将来性を把握する
Vスピード感のある経営判断 ḭ既存事業からの転換や機能特化(→③レイヤーマスター型産業戦略) ḭ成長領域へ経営資源を集中する
Č 成熟領域では業界再編・新陳代謝・カーブアウト ḭ成長領域ではM&A を含む機動的な積極投資 לּ

ü競争領域と協調領域、コア・コンピタンスの明確化
V協調領域はデータ連係やコンソーシアム等で徹底的に効率化と合理化 ḭ競争領域はテクノロジー活用/ プロセス高度化で差別化 ︣

¸オプション戦略：バーティカルAIの実装に係るプロダクト・サービスをパッケージで輸出する
V ḭ צּ ṇ AI וֹ ẓ)שּךּ ṇ )Ḯ
נּ ḭ ṇ AI ṇ ︣ ḭ ḱ וֹ ḭ
וֹ ḱ ṇ ︡ Ḯשּךּ

¸ 勝ち筋：如何に国内外のマーケットを獲得するか/ 如何に(国内含む)グローバルバリューチェーンで付加価値を創出するか 
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② 領域トップ型の戦略方向性(各業種/ 分野に通底する課題と必要な政策) (2/2)

¸技術優位を市場支配力へ転換する仕組みと戦略不足
ü ḱ ḱ צּ )שּ

)ḭ צּ ךּ
ü צּ כֿךּ ︡ ךּ

¸データサイクルの未整備
ü ṇ AI -Ready ( ḱ ḱ כֿצּ(

ףּ ￼ḭ פּ ךּ
¸選択と集中・リスクテイクの不足
ü ḱ ṇ ṇ צּפּלּ

צּ ︡ḭ ḱ צּ שּ שּ אל
ü RẀDḱ M&Aḱ
צּ ḭשּ ṇ ṇ ךּ︣

¸国内エコシステムの未成熟と過当競争
ü ḱ ḱ ṇ ךּ צּ ￼ḭ

ṇ צּ Ḯךּ
ü ṇ ṇּצ ︡ḭ ḱ צּ ךּ

ḭ צּ ךּשּ
¸高リスク投資を支えるファイナンス・スキームの不足
ü ṇ ṇ צּ Ḯ
צּ ( פּ( קּ ךּ

¸重要サプライヤーのボトルネック化
ü ḱ ḱ צּ אל ḭ

ḱ ḱIP צּ Ḯ ḱ
ḱ צּ

¸国際標準の先取りとIP・データ戦略を通じた初期案件・価格決定力の獲得
ü ṇ ḱ ḱ ︡ḭ

ü ḱIPḱ ︣ ṇ ︡ḭ
ṇ ṇ Ḯ צּ ︣ ṇ

ḱ אל ḭ
ü ḭ נּ ṇ

︡ḭ
︣

¸官民連携を通じた技術管理等の強化
ü ︣ ḭ

ḭ ṇ
ḭ שּ

¸データサイクルを回すための産業データ基盤・ルール整備
ü ṇ IDḱ ṇ ḱ ︡ ṇ

︡ḭ Ṍ Ṍ Ṍ ṇ ṇ
¸勝ち筋ドリブンの選択集中・機動投資促進でターゲット市場を先取り
ü ṇ ḱ ṇ ṇ ︣ ṇ ︡ḭ ḱ

ḱ ︣ ḱ ︣
üR&DḱM&Aḱ ḱ ︡ḭ
פּבֿ בֿ ṇ ︣

¸サプライチェーン中核企業・人材を核としたエコシステムの強化
ü לּ ḭ ḱ ḱ

ḭ נּ
üPMḱ ḱ ḱ ḭ

ḱ ḭ ṇ אל

¸ 成長に向けた課題/ チョークポイント ¸ 政策の方向性（仮説）
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③ レイヤーマスター型の戦略方向性(各業種/ 分野に通底する課題と必要な政策)(1/2)

前提：日本産業は自前・フルラインナップ主義が根強く水平分業は浸透していない。こうした状況からグローバルプレーヤーを生み出していくた
めの戦略を示す。なお、当該戦略では、ものづくり力を基にした競争力が見込まれる製造レイヤー(ファウンドリ/CDMO 等)について整理する

¸基本戦略：真に競争優位性のある製品分野/ 技術領域でグローバルポジション獲得を図った上で、スケーラビリティを高めていく

ü競争優位性とコア・コンピタンスを踏まえて選択と集中を進める
V / וֹףּ 競争優位の持続性 ḭ市場の将来性 ḭ 機能分化/ 特化を検討︣ Ḯ שּ ḭAI 開発・製造
プロセスのゲームチェンジ ḭ ︢ ︣ 諸外国企業によるキャッチアップ כֿ︣ צּ

Vֿכ פּ︡ ךּףּ ḭ ḱ ṇ ךּ
ḭ ︡ ṇ נּ שּךּ

V ṇ Ṅ צּ ףּ ḭ実績や資金力でリードする多様なグローバルプレーヤーが存在Ḯ ḭ初期
的には(領域は狭くとも)真に優位性のある技術/ 領域/ 工程に絞るֿכ צּ

ü開発～製造～保守～サービス等のデータを一元管理する基盤を整備し、外部パートナー/ 顧客とのデータ接続性を高める
V ṇ ךּףּ ṇ / צּ ףּ ḭ ṇ ḭデータ基盤の
整備と徹底した活用が不可欠Ḯ ︡ḭ ṇ צּ נּ

Vּט ḭ技術・ノウハウ等の非構造化データのAI -Ready 化 כֿ ḭ

üM&A を含めた積極的な投資でスケーラビリティを拡充する
V早期の案件受注とトラックレコードの蓄積が重要 ḭ ṇ ḱ ṇ ṇ ṇ ︣
V買収や共同運営を通じて、設備・人材・技術・研究開発力等を集約︡ḭ ṇ וֹ ︣
V ḭ拠点を複数地域に分散し、規制変更や地政学リスクにも耐えられる供給体制 נּ

ü提供領域の拡張やさらなるオープン化で持続的なスケールアップを図る
VCDMO וֹףּ ṕ ṇ ḭ ṇ Ṗ ḭレイヤー間の機能 ḱ

︢ ḭ
V領域によってはḭ ￼ḭ自社の製造能力のサービス化/ オープンプラットフォーム化
ẑ ṇ טּ טּ ḭצּ / ṇ ︣ ḭ ︣ כֿ צּ

Vֿ︡לּכ サービスやレイヤー間機能を標準化・パッケージ化し、国内外の複数顧客・複数拠点で反復利用することで、スケーラビリティと
高収益性を両立︡ ṇ ṇ אל

¸ 勝ち筋：如何に国内外のマーケットを獲得するか/ 如何に(国内含む)グローバルバリューチェーンで付加価値を創出するか 
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③ レイヤーマスター型の戦略方向性(各業種/ 分野に通底する課題と必要な政策) (2/2)

¸水平分業・レイヤー化への対応遅れと「稼ぐ構造」の未確
立
ü ︡ ḭ ḱ צּ
ḭשּ ḱ ṇ ṇ צּ ḭ
ṇ ṇ Ḯךּשּ

ü ḭ ṇ
︡ ךּ

¸業務モジュール化・データ連携・デジタル基盤の不足
ü פֿ ḱ צּ צּ ḭṡ
Ṣּפ וֹ ￼ ṇ צּ Ḯךּשּ

ü Ṍ Ṍ שּ ṇ AIḱ
ḭשּ︡ צּ צּ ךּ

¸国内エコシステムの未成熟
ü ṇ ṇ צּ ￼ḭ

צּךּ נּ ḭ ṇ ṇ צּ
Ḯךּ ḭ ḱ צּ ךּ ḭ /

/
¸専門人材とPM能力の不足
ü ṇ ḱ ︣ PM
צּ ︡ḭ ḱ

¸共同投資・リスクシェアの枠組み不足
ü ḱ ḱ ḱ
צּ ḭ ךּ

¸水平分業・レイヤー化への移行を促す構造改革
ü ḱ פּ ︡︣ ḭ
ḱ ḱ Ḯ

¸中立性・オープン性を備えたインフラプレーヤーの形成
ü ṇ ṇ ḱ ḭ ḱ

ḱ ︣
¸レイヤー間の橋渡し機能を担うスタートアップ・専門企業の育成
ü ṇ ḱ ḭ ḭ ṇ ḭ

ḱ ḱ לּ
ü פּ ṇ ︡ḭ

︣ ︢
¸自動化・デジタル基盤への集中投資
ü Ṍ Ṍ נּ ṇ ḱAPI
︡ḭ AIḱ צּ ︡ ךּ︣ נּ

ü ṇ ךּ
¸人材・PM能力と国内エコシステムの強化
ü ṇ ḭ ḱ ḱ קּ PM
︣ ︡ḭ ṇ ṇḱ ḱ

ü ḭ ︢ ṇ לּ ḱ ṇ ḱ
︡ḭ ḱ ︢ ṇ

¸共同投資・リスクシェアの金融・契約スキーム構築
ü ḱ ḱ צּ ︣ ḭ

וֹ ︣

¸ 成長に向けた課題/ チョークポイント ¸ 政策の方向性（仮説）
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④ デジタル産業型の戦略方向性(各業種/ 分野に通底する課題と必要な政策)(1/2)

前提：現時点ではグローバルなAI競争に出遅れているなか、日本固有の強みや特性を活かしてキャッチアップしていくための戦略を示す

¸基本戦略：フィジカルAI を中心にバーティカルAIで勝負する。インフラからアプリまで一気通貫で抑えつつ、グローバルなエコシステムと接
続・連携してスケールする

ü AI צּ ṇ ḭ バーティカルAIを戦略の中核に据え、 勝ち筋のあるドメインで「質の高い現場
データ」と「それを継続的に集積・活用するインターフェース」を握り、ドメイン毎の独占的ネットワークを構築する戦略 קּ

ü ḭ ḭ ḭ ḭ ṇ ךּ 暗黙知が長年蓄積。
נּ 海外から模倣されておらず、極めて希少な資産Ḯ נּ ḭ ḱ ḭ ṇ ḱ ṇḱ

ハード面でも世界的な技術を持つことから、現場データのAI -Ready なデータ化やハード技術との融合

üֿ︡לּכ ︣פּ ḭ ṇ AI -Ready ṇ AI ṇ ḱ ḭ「実装 ⇒ データ
フィードバック ⇒ モデル更新 ⇒ 再実装」が連続的に回るデータ循環を各産業で確立︣ כֿ צּ Ḯֿכ ṇ
AI -Ready ṇ ṇ נּאל ṇ ṇּצ ṇ ךּףּ  

ü ︡ ḭ経済安全保障のリスク緩和やを産業競争力の持続性確保を勘案しḭ国産マルチモーダル基盤モデルを整備︣ כֿ

ü ṇ AI ṇ ṇ אל ḭ現地企業とのパートナーシップによる分業が主流  、ḭその度合いはצּ
「業務・現場の個別性」や「規制強度」によって異なり得る

Vṡ業務・現場の個別性」が高く、品質・コンプライアンス等の「規制強度」が高い領域ṕ ḱ ḱ ḭ ḱ ḭ
Ṗ ḭ ḱ ︡ צּ ḭ現地企業とのパートナーシップが現実的Ḯ

ḱ וֹףּ ṇ ṇ ︡ḭּך שּ ṇ ṇ ︣ קּ

Vṡ業務・現場の個別性」や「規制強度」が相対的に低い領域ṕ ḭ / ḭ Ṗ
ךּ ḭ ךּ 垂直統合と水平分業のハイブリッドモデルが有効Ḯ ֿכ ḭ「領域特化AIモデル＋実行基盤＋標準オ

ペレーション」 ṇ ︡ ḱ ︣ כֿ ḭスケールメリットを最大化

¸ 勝ち筋：如何に国内外のマーケットを獲得するか/ 如何に(国内含む)グローバルバリューチェーンで付加価値を創出するか 
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④ デジタル産業型の戦略方向性(各業種/ 分野に通底する課題と必要な政策) (2/2)

1. AI -Ready な現場データの不足
ü ḭ צּ ︣ ṇ

אל AI -Ready ṇ אל ףּ ￼ḭ
AX ṇ Ḯ

ü ṇ AI וֹ ḭֿ︡לּכ
ṇ ṡ ḱ Ṣּצ ḭצּ

טּ כֿ פּ ḭ ḱ ṇ
צּ Ḯךּ

2. バーティカルAI 開発に必要な基盤・リソース制約
ü ṇ AI ṇ

ṇ ךּףּ ḭ צּ Ḯ
ü צּ
︡ ףּ ḭ צּ

Ḯ

3. AI 社会実装に必要な事業環境が未整備
ü ḭAI ṇ

צּ ︡ טּ ḭצּ ṇ
ṇ וֹ ḱ ṇ צּ

ךּ ךּ ךּ ךּ Ḯ
ü ḭAI ḱ לּ ḱ ךּףּ

︡ ףּ ḭ ṇ ︣
Ḯ

1. AI -Ready なデータを整備するプラットフォームの創出
ü ṇ ︣ ḭAIשּ -Ready

ḱ ḭ ṇ ḱ ṇ לּ
ṇ Ḯ

ü AI

2. AI アーキテクチャを構成する重要レイヤーの基盤強化
ü ︡ḭ

ṇ Ḯ
ü AI ḭ ḱ ḭ וֹ

ṇ ḭ AI ︡ḭ
ṡ Ṣ Ḯ

ü ṇ ṇ ךּףּ ḭ ︡ḭ
︣ ṇ Ḯ

3. 規制・制度改革、AX人材の育成
ü ṇ ︣ ḭ AI ṇ

︣ ︡ ︡ḭAX
︡ Ḯ

ü AX ךּףּ נּ ︡ḭ
וֹ Ḯ

¸ 成長に向けた課題/ チョークポイント ¸ 政策の方向性（仮説）
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⑤ 資源・エネルギー型の戦略方向性(各業種/ 分野に通底する課題と必要な政策)(1/2)

前提：エネルギー、重要鉱物ともに海外依存度が高く、企業規模も世界では中小規模に分類される中、以下の通り、資源・エネルギーの安定供給
と関連機器の海外展開に向けた戦略を示す。

¸基本戦略：企業と政府が緊密に連携した資源・エネルギー確保戦略

ü国内の大規模オフテイカーをレバレッジとした先行的な海外権益確保
V ṇḭ צּ ךּ צּ ︡ ḭ国産エネルギー/ 代替資源の開発促進 安定した海外調達の確保ּצ

Ḯ
V 市場が黎明期である先端的な資源・エネルギー分野 ךּ ḭ安価でアクセス性が良く、かつ経済安全保障上のリスクが低い海外権
益は希少性が高くḭ先行して確保することが資源・エネルギー型産業における成長の実現と経済安全保障の確保、いずれの観点からも必要Ḯ

Vֿ︡לּכ ḱ ṇ ךּ ḱ ḱ צּ אל ךּ כֿ צּ קּ Ḯֿ︡לּכ 国内需
要をてこに、海外大型権益を先行的に確保し、メジャーとしての先行的地位 Ḯ

V ḭ ךּ ḭ ḭנּ

üサプライチェーン全体を構成するカギとなる関連機器をO&M・規制規格整備まで含めたパッケージとしてグローバル展開
V ṇ ṇ 各フェーズを構成する主要な関連機器を海外展開Ḯ耐久性・安全性やきめの細かいO&Mを日本の差別化要
素 ︣ ḭ制度整備が進んでいないＧＳ市場等を先行的に獲得︣ כֿ ḭ日本仕様のデファクト/ デジュールスタンダードを相手
国において構築ḭ ︣ ︡ שּךּ ḭ ︡לּכֿ ḱ ṇ ṇ ︡ ךּ
Ḯשּ

¸ 勝ち筋：如何に国内外のマーケットを獲得するか/ 如何に(国内含む)グローバルバリューチェーンで付加価値を創出するか 
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⑤ 資源・エネルギー型の戦略方向性(各業種/ 分野に通底する課題と必要な政策) (2/2)

¸ 高い海外依存度
ü ṇḭ צּ כֿךּ פּ ḭ

ṇ/ ︡
צּ ḱ Ḯ

ü וֹ ḭ ḭוֹ
ḱ צּ ךּ ḭ

ḭ צּ Ḯ

¸ 事業判断を躊躇させるハイリスク性
ü ṇ ḱ

צּ ḭשּ ︢ ︡ ףּ
וֹ ḭ Ḯ

üֿ︡לּכ ︡︣
ṇ / ךּףּ Ḯ

¸ グリーン価値等に関する規制・規格の未整備
ü ṇ ṇ ךּ ḭ ṇ

︣ ḱ ṇ ṇ
צּ ￼ḭ פּ Ḯ

¸ エネルギー自給率の向上
ü ṇḭ ṇ ︡ḭ

ךּ ︣ כֿ ḭ ṇ Ḯ

¸ 海外権益の戦略的獲得・サプライチェーン強靱化
ü וֹ JOGMEC Ḯ
ü ךּ ḭ

ṇ וֹ ḭ
Ḯ

¸ リスクマネー供給の拡大
ü / פּ ḱ ︡
שּךּ ḭ ︢ḭ Ḯ

¸ 国際的なルールメイク・枠組み作り
üCO2 ḱ ḭ

︡ḭ Ḯ
ü ṇ ךּ ḭ צּ ︣ פּ ḭ

ṇ Ḯ
/ ṇ ṇ ︡ḭ

Ḯ

¸ 成長に向けた課題/ チョークポイント ¸ 政策の方向性（仮説）

日本のグローバル産業の勝ち筋
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政策目的に応じたリソースの重点化と政策手段についての基本的考え方

【重点化の考え方】
Å ṇ ḱ ḭ ḭ ︡ ṕ נּ Ồợ לּ צּ ךּ ṖḮ
Å ︡ ḭṡ ḱ Ṣ ︣ ṇ ṇ Ḯ ṇ ḭWinner takes צּ שּ ḭ ṇ

לּ ︣ כֿ צּ Ḯ ḭ2 ḱ3 טּ ḭ ︡ ḭṕỄṖ
ṡ Ṣ נּ טּ ḭ ︢ Ḯקּ

【政策手段の考え方】
Å צּ ṇ נּ ḭ ṇ צּ Ḯ

  ḭֿ︡לּכ נּ ỚỞ ḭ פּ ︢ Ḯשּךּ
Å ḭỒợ ḭ צּ ︡ ךּ ḭ ṇ ḭ ︣ Ḯ

【重点化の考え方】
Å ḱ ṇ ỚỞ ḭ ṕ ḱ צּ ḭשּ צּ ḱ ︣

ḭ צּ ḱ לּ טּצּ Ṗ ךּ ḭ ḭּט ךּ ︣ כֿ צּ Ḯ
Å צּ ︡ ︢ ︣ צּ ︢ ḭ צּ ḭ ṇ ︡

ḭ ḱ ךּ ḭ ︣ Ḯ
【政策手段の考え方】
Å ḭנּ טּ ︢ Ḯ ṇ ︣ ḭ Ḯ

【重点化の考え方】
Å ḭ ḭ ךּ צּ ︣ קּ ︣ ︣ ḭ ḱ ךּ ḭ

︣ Ḯ
【政策手段の考え方】
Å טּ ךּ Ḯ ḭנּ ḭ טּ ︢ Ḯ

（１）経済成長の実現

（２）経済活動等の持続性

（３）公共財の提供

¸ ḱ ךּףּ ḭ人・カネ・データ等のリソースに一定の制約ּטּצ ḭ ︡ ṇ
ḭどの産業・機能に重点的に政策リソースを投じるべきか、優先度や政策強度についての考え方を整理することが必要Ḯ

¸ ḭ ①経済成長への貢献度が高い産業・機能ḭ②経済活動等の持続性への影響が大きい産業・機能（他産業・機能
への波及効果、希少性等）ḭ③公共性・公益性が高い産業・機能 ךּ ḭ重点的に国内立地や有志国連携を通じて確保Ḯ

産業・通商・経済安保政策の方向性
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政策目的と政策の強度・方向性の対応関係
政策措置の対象の考え方 対象産業例（β） 主な国内政策（産業政策・経済安保政策）の例 主な対外政策（通商政策・経済安保政策）

の例

経済成長の
実現

ṕ Ṗ ṇ ¸

¸ ỚỞ
¸ ṇ ṇ
¸

ṕJETRO,NEXI,JBICṖ

ḭנּ
ṇ

︣ קּ

ṇ ṕ Ṗנּ
¸ R&Dḱ ḭ

ṕ ︢Ṗ

ḱ
צּ ṕỒợ/

Ṗ

¸

¸

¸

¸

ӸӸӸ

ṕ Ṗנּ
¸ ḱ ṕ ḭ ḭ

ḭ Ṗ
¸

ṕ Ṗנּ
¸ GS

経済活動等の
持続性

ṕ
ḱאל ḭאלקּ ḱ

︡ Ṗ

¸ AI
¸

¸

¸

¸

¸

¸

¸

¸

ӸӸӸ

ṕ Ṗנּ
¸ ḱ וֹ

¸ ḱ
¸

¸

ṕ Ṗנּ
¸ ḱ
¸

¸ ḱ
וֹ

公共財の提供 ¸ ṇ
¸

ӸӸӸ

¸ ḱ וֹ

¸ ṕ Ṗ
¸ ṕGOCO Ṗ

¸ ḱ
¸ OSA

ẑ אל ךּ ︣ ךּ ḭ לּ︡ ︣ כֿ Ḯ

産業・通商・経済安保政策の方向性
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1. マクロ経済運営のあり方

2. グローバル競争型産業

3. 新技術立国・競争力強化

4. 好循環のミッシングピースである消費活性化

5. 未来の経済社会システムのあり方
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AI

GX

¸2025 11

¸

 17 Ị
Ḯ

ṕ Ṗ

 

 

 

 

 

 

ṕ
ỘẀỌ Ṗ  

ṕ Ṗ 

Ṯ17 ṯ

ṮỊ ṯ
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AXによる経済社会構造変革 各レイヤーで発生する変化（イメージ）

¸ Ḳ  ẓ 

¸ AI  ẓ AI

¸ ẓ ṕẓ Ṗ ṕ Ṗ

¸  ẓ 

¸  ẓ AI

¸  ẓ 

¸  ẓ ṕ / /SUṖ ṕ /
Ṗ ṕ Ṗ

¸  ẓ 
AI

¸ AI

¸

¸ AX CX

¸ AI

¸  ẓ AI

¸  ẓ ṕ Ṗἳ AI
AI

¸

¸

¸ AI

¸

AX

AI AX

AI

A
I

A
I

AI
¸ AI AI

AI

¸
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1. マクロ経済運営のあり方

2. グローバル競争型産業

3. 新技術立国・競争力強化

A) あらゆる分野の産業競争力強化のカギとなるAXの推進

A) -1 地方も出発点としたAXによる産業構造・就業構造転換

A) -2 実現に向けたデジタル産業基盤の確保などグローバル立地競争力の強化

B) 「責任ある積極財政」を通じた「危機管理投資」・「成長投資」の推進

C) 新技術立国の実現とグローバル市場の獲得・経済安全保障の強化

C)-1 「技術で勝ってビジネスでも勝つ」、新技術立国

C)-2 グローバル市場の獲得・経済安全保障の強化

4. 好循環のミッシングピースである消費活性化

5. 未来の経済社会システムのあり方
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３．ES供給事業の支援体制の整備

１．ES供給事業の社会的認知度の向上等

２．ES供給の持続性確保のための方策

¸ ךּ︡ טּ ES ḭ事業採算性を確保するための工夫ּצ Ḯ事業運営の効率化 ︡ ӷ
ḱ ӷ ӷ צּ נּ Ḯ ӷ事業主体の合理化 ︢ אל כֿ Ḯ

︡לּכֿ̧ ︡︣ ḭ各種補助金の弾力的運用 כḭֿפּ ︡ ︢ קּ 資金供給の円滑化の
ための金融支援ṕ ḱ ḭ ḭ Ṗ ḭ”ES供給の持続性確保”というミッ
ション志向で活用︣ כֿ צּ Ḯ

¸ ︡︣ ḭ地域の社会経済･産業を支える社会インフラとしての責務を自認する諸団体ṕ ḭ
ḭ ṕ Ṗḭ ḭES Ӹ ṖּצES ︣

︣ כֿ צּ Ḯ

地̧方公共団体ּ︡לּכֿצ ḭ 知見やノウハウを共有する場 Ḯ

ȨS ӷ Ṅ טּ ӷ ӷ ךּ נּ טּ ӷ公益性が高いḮES供給
事業のこうした位置づけの社会的認知を高める ḭ国がその意義を制度的に位置づけて対外的に明らかにする仕組み
￼ כֿ צּ Ḯ ḭ企業間連携や官民連携の促進、生活圏及び商圏における住民理解の醸成等につながるḮ

¸ ḱ ḭESに関する制度･事業所管省庁や地域社会に関わる関係府省庁との連携ּצ Ḯ

¸ Ṅ וֹףּ ES ︣ ӷ ּפӷ ӷ ӷ ӷ
ṕ ṖḭNPO 中間団体の参画ּצ Ḯ וֹ שּ נּ ES

地域密着型企業לּ Ḯלּ

¸ ḭ ḭ ḭ
ḭ צּ ︣ וֹףּ צּ Ḯ

（２）多様な主体の参画の促進

（１）事業の採算性向上の支援

ES産業政策・制度的措置の方向性  ṕ 7 12 18  Ṗ



( ) ṕ Ṗ

事業運営の効率化の促進
¸資金供給の円滑化のための金融支援
V ṕ ḱ Ṗ
ẑ

V

V

多様な主体の参画の促進

¸事業円滑化
V

V צּ ︣
ṕ Ӹ Ṗ

¸組織変更等
V ṕ Ḳ4 ẓ3 )
V וֹ לּ וֹףּ

ẑ ︣ ṕ ṇ ṇ Ṗ

・市町村又は都道府県は認定支援機関等を構成員とする協議会を組織することが
可能

認定

認定
申請

申請

Ḳ

支援

・計画策定･伴走、情報提供等を実施する支援機関を認定

ẑ ӷ ӷ Ӹ

Ẇ Ḳ

ẑ ṕ Ṗ ṕӷ Ṗ SSӷ

 

Ẇ Ḳ

ṕ Ṗ NPO

Ẇ ṕ Ṗ Ḳ

ṕ Ṗ

55

ẑ1 ḭ
ẑ2 ḭ פּ
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中小企業のAX（AI Transformation ）の促進

¸ צּ ḭשּ תּ︣ קּ ︣ כֿ ḭ AIּצ
קּ ṡ Ṣּצ ︣ כֿ פּ ḭフィジカルAI の導入・活用などAXが多くの中小企業において進めば、
中小企業のポテンシャルを最大限引き出し、事業を大きく変革する可能性を秘めているḮ

¸ ḭ AIּצ Ḯ לּ ḭ צּ ḭ
ḭ שּקּ ︣ ךּ Ḯ

¸ ︡לּכֿ כֿ ḭנּ AX ︣ ḭ לּ Ḯ

AX ḭAI の導入意欲のある中小企業とAI サービス提供者、支援者のネットワーク構築 פֿ
（自治体・金融機関・高専等と連携）

ḱ ︡︣ 生成AI ツールの社会実装

気づき 現状分析・課題設定 AX・デジタル化・省力化の実行・定着

支援機関による伴走支援

経
営
者
・
企
業
の

自
発
的
な
行
動
促
進

前
向
き
に
取
り
組
む

企
業
へ
の
サ
ポ
ー
ト

AI

AI

AX



エッセンシャルサービスの供給を担うステークホルダーのスペクトラム

¸ṡ Ṣּפṡ Ṣּפ ḭשּ 公私の境界を超えた多様な形態の主体ּצ Ḯ

¸ ṇ ḭ多様な主体間の相互連携や組み合わせが重要Ḯ

57

4
8 ṕ2026 2 25 Ṗ

株式会社
（営利企業）

住民出資会社

中小企業組合
生協
農協
労協

郵便局

公設民営

公営

産業団体
職能団体

民間セクター

内需型企業

地域密着型企業

社会的企業

公共セクター

商工団体

中間団体/ セクター

大学等教育機関



¸ ṇḱ ṇ ḭṡ ṇṢṡ ṇṢṡ ṇ Ṣ
ṕ ḭ ḭ ḭ ḭ Ṗ צּ Ḯ

¸ ṇ ḭ ḭ נּ ḭ ḭ צּ Ḯ

ヘンリー・ミンツバーグ『ミンツバーグの組織論』より

政府、企業、中間団体等、多様な主体の参画

ṕ Ṗ    ṡ ṇ ԃ ṇ וֹ ԃṢṕ 7 12 18 Ṗ

エッセンシャルサービス産業政策の体系
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AX時代における産業人材の育成に向けた具体的取組

59

Å 2040 AX

Å ṕ Ṗ

Å ṕ Ḳ ṕ
ṖṖ

Å

Å ṕ : Ṗ

Å高度人材を含む産業人材の処遇を含めた活躍環境整備に向けた取組強化ṕ Ḳ

ḭ Ṗ

大学・高専

高校

Å ṕ Ṗ
AX

ṕ Ḳ
Ṗ
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産業人材の確保に向けたスキルベース労働市場の形成

ḱjobtag
ḱ

職業関連情報

AI によるスキル情報抽出・体系化

ṇ

︢
ӸӸӸ

約30
カテゴリー
約1300
スキル

Ӹ
Ӹ
Ӹ

ӸӸӸ

ӸӸӸ

ḱ

ṇ
製造/ 品質等 18スキル

Ӹ
Ӹ
Ӹ

¸産業横断的に求められるスキルを体系的に整理︣ ḭスキルベースの労働需給を可視化︣ כֿ
ḭスキルをもって産業間を円滑に労働移動︣ כֿ צּ קּ ︣ Ḯ

¸ ḭ ︡ 需要の高いスキルの習得 וֹ リスキリング実施体制の拡充 Ḯ

製造/ 設備等 26スキル

Ӹ
Ӹ
Ӹ

AI により職種ごとに必要なスキルを特定

〈スキル体系イメージ〉
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1. マクロ経済運営のあり方

2. グローバル競争型産業

3. 新技術立国・競争力強化

A) あらゆる分野の産業競争力強化のカギとなるAXの推進

A) -1 地方も出発点としたAXによる産業構造・就業構造転換

A) -2 実現に向けたデジタル産業基盤の確保などグローバル立地競争力の強化

B) 「責任ある積極財政」を通じた「危機管理投資」・「成長投資」の推進

C) 新技術立国の実現とグローバル市場の獲得・経済安全保障の強化

C)-1 「技術で勝ってビジネスでも勝つ」、新技術立国

C)-2 グローバル市場の獲得・経済安全保障の強化

4. 好循環のミッシングピースである消費活性化

5. 未来の経済社会システムのあり方



ểỉ

AI

Ṋ

AI

ṕ Ṗ

ḱ

Ṉ

︡

 AI AI

DX

ṧAI - Ready
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スマート

フォン

16%
家電

4%

PC
11%

データセン

ター

39%

通信

3%

自動車

10%

産業機械

15%

医療

2%

スマートフォ

ンΧ

家電

5%

PC
14%

データセン

ターΧ

通信

3%

自動車

9%

産業機械

11%

医療

1%

スマートフォ

ン

28%

家電

6%

PC
16%

データセンター

31%

通信

3%

自動車

8%

産業機械

7%

医療

1%

Step  1Ḳ
ἲ

Step  2Ḳ
ἲ

Step 3 Ḳ
ἲ

2025 2030

( )YOLE GROUP  https://www.yolegroup.com/product/report/overview -of- the -semiconductor -devices - industry -h1 -2025/

2035

Ḳ 107
Ḳ 139

Ḳ 189

我が国半導体戦略の基本方針

¸2030 ṕ Ṗ 15 
ṕẑ2020 ệ Ṗ

1 AI  
4 ṕ2026 2 12 Ṗ
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AI

Ọ
Ổ

AI ṕ AI Ṗ
¸ AI

¸

¸

¸

¸

グ
ロ
ー
バ
ル
サ
ウ
ス
等
へ
の
海
外
展
開

¸

AI

¸
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¸

AI
Ọ
Ổ



¸

¸ AI

AI

AI

 AI ready AIRoA GENIAC

AI
ṕ Ṗ

AI
ṕ Ṗ

  

1 AI  
4 ṕ2026 2 12 Ṗ
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製造業データ等のAI -Ready 化の推進

AI

A B C

Å  ẓ 
Å ẓ 
Å  ẓ 
Å  ẓ 
Å  ẓ 
Å  ẓ Ẁ

AI -Ready

AI -Ready

Â AI ẑ

ṕ / / / Ṗ

ṕ
Ṗ Å

Å ṕ Ṗ

Â

ṕ / Ṗ

Å

Å

Ḳ

製造業データ等

Ḳ ṇ

¸ ṇ AI שּךּ טּ ḭ ṇ ḱ צḭAIּ︡וֹ ︡ ךּ︣
ṇ ︡ ︡ AIשּךּ -Ready צּ Ḯ

¸ ḱ נּ ḭAI -Ready ḱ ︣ כֿ ḭ
ṇ ṇ ︡ḭ כֿשּךּ צּ Ḯ

1 AI  
4 ṕ2026 2 12 Ṗ
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「地域未来戦略」で取り組む内容

ṕ Ṗ¬

º

Ẇ Ẇ

100

Ẇ

Ẇ

ẑ 

ẆỒợ
GX

GX WG  

ẑ 

Ẇ ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

Ẇ
ӷ

Ẇ
ṕ Ṗ
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1  4
ṕ2025 12 4 Ṗ



ễ ṕ Ṗ

*: AIʾ ʺ ʺ ◓ʺ › ᶘʾНϱϷʺ ‚Ἃʾ֓ ʺ ДЅЌиʾЂϱН˔ЈϺвзГϰʺ ЀрГрБʺ Т˔ЖГАϼʺ ⱢᾛʾϵКиϻ˔ӗ ʾGX̋ ←ʾ⁯ ế ᴟʺ ʾ Ӻ ʺ Тв˔ЅдрϵКиϻ˔ʺ
ЫГзϯиˢ … ʾ ∙ˣʺ   кЅІГϰϼІʺ ʺỘ▀־ ʺ ᵤ

Ễ  
ể ṕ2026 ễ 4 Ṗ
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A.

¸ TSMC 17

¸  

ṕ Ṗ ẑ

ẑ 

¸

ü

ẑ

Ệ

ü

ẑ 

V

V

V

V

V

V KPI

ṕ Ṗ

¸ 17

¸

¸

¸

¸

ṕ Ṗ

¸

¸

ẑ

ẑ 17

Ễ  
Ệ ṕ2026 ễ 4 Ṗ
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B. C.
¸ Ễ

üB. Ḳ

üC. Ḳ ṕ Ṗ

¸

EBPM

/

Å ( )
Å /

Å KPI
Å

Å

Å

Å

Å ( )

B.

10

ệ

C.

Å ( )
Å

Å KPI
Å

Å

Å

Å

Å

Å

Å

Å

Å ( Ṗ

Å

ẑ  

Å

ṕ Ṗ

ẑ

Å

ṕ Ṗ

Å / ( ) Å / ( )

Ễ  
Ệ ṕ2026 ễ 4 Ṗ
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GX

¸

GX

¸ Ṍ
ṕ Ṗ

DC

ṕGX Ṗ

GX

ṕ Ṗ

ṕ Ṍ Ṗ

12 23

ẑ Ṋ ẑ

ẑ

Ễ 13
ṅ

GX GX  
ṕ2025 12 22 Ṗ
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¸ DC

¸ DC

DC

Å DC 10 ệGW
Å 10

Ą DC

ṕ2025 1 Ṗ

ṕ ṖOCCTO  ṕ2025 Ṗ 1.0

Ẑ DC

ṇ ṇ  

 

Å

Å DC

GX GX  
ṕ2025 12 22 Ṗ
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３．ES供給事業の支援体制の整備

１．ES供給事業の社会的認知度の向上等

２．ES供給の持続性確保のための方策

¸ ךּ︡ טּ ES ḭ事業採算性を確保するための工夫ּצ Ḯ事業運営の効率化 ︡ ӷ
ḱ ӷ ӷ צּ נּ Ḯ ӷ事業主体の合理化 ︢ אל כֿ Ḯ

︡לּכֿ̧ ︡︣ ḭ各種補助金の弾力的運用 כḭֿפּ ︡ ︢ קּ 資金供給の円滑化の
ための金融支援ṕ ḱ ḭ ḭ Ṗ ḭ”ES供給の持続性確保”というミッ
ション志向で活用︣ כֿ צּ Ḯ

¸ ︡︣ ḭ地域の社会経済･産業を支える社会インフラとしての責務を自認する諸団体ṕ ḭ
ḭ ṕ Ṗḭ ḭES Ӹ ṖּצES ︣

︣ כֿ צּ Ḯ

地̧方公共団体ּ︡לּכֿצ ḭ 知見やノウハウを共有する場 Ḯ

ȨS ӷ Ṅ טּ ӷ ӷ ךּ נּ טּ ӷ公益性が高いḮES供給
事業のこうした位置づけの社会的認知を高める ḭ国がその意義を制度的に位置づけて対外的に明らかにする仕組み
￼ כֿ צּ Ḯ ḭ企業間連携や官民連携の促進、生活圏及び商圏における住民理解の醸成等につながるḮ

¸ ḱ ḭESに関する制度･事業所管省庁や地域社会に関わる関係府省庁との連携ּצ Ḯ

¸ Ṅ וֹףּ ES ︣ ӷ ּפӷ ӷ ӷ ӷ
ṕ ṖḭNPO 中間団体の参画ּצ Ḯ וֹ שּ נּ ES

地域密着型企業לּ Ḯלּ

¸ ḭ ḭ ḭ
ḭ צּ ︣ וֹףּ צּ Ḯ

（２）多様な主体の参画の促進

（１）事業の採算性向上の支援

ES産業政策・制度的措置の方向性(再掲)  ṕ 7 12 18  Ṗ



( ) ( ) ( )

事業運営の効率化の促進
¸資金供給の円滑化のための金融支援
V ṕ ḱ Ṗ
ẑ

V

V

多様な主体の参画の促進

¸事業円滑化
V

V צּ ︣
ṕ Ӹ Ṗ

¸組織変更等
V ṕ Ḳ4 ẓ3 )
V וֹ לּ וֹףּ

ẑ ︣ ṕ ṇ ṇ Ṗ

・市町村又は都道府県は認定支援機関等を構成員とする協議会を組織することが
可能

認定

認定
申請

申請

Ḳ

支援

・計画策定･伴走、情報提供等を実施する支援機関を認定

ẑ ӷ ӷ Ӹ

Ẇ Ḳ

ẑ ṕ Ṗ ṕӷ Ṗ SSӷ

 

Ẇ Ḳ

ṕ Ṗ NPO

Ẇ ṕ Ṗ Ḳ

ṕ Ṗ

74

ẑ1 ḭ
ẑ2 ḭ פּ
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1. マクロ経済運営のあり方

2. グローバル競争型産業

3. 新技術立国・競争力強化

A) あらゆる分野の産業競争力強化のカギとなるAXの推進

A) -1 地方も出発点としたAXによる産業構造・就業構造転換

A) -2 実現に向けたデジタル産業基盤の確保などグローバル立地競争力の強化

B) 「責任ある積極財政」を通じた「危機管理投資」・「成長投資」の推進

C) 新技術立国の実現とグローバル市場の獲得・経済安全保障の強化

C)-1 「技術で勝ってビジネスでも勝つ」、新技術立国

C)-2 グローバル市場の獲得・経済安全保障の強化

4. 好循環のミッシングピースである消費活性化

5. 未来の経済社会システムのあり方
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¸ ṕ Ṗ

¸ ṕ Ṗ

73
( )

131
( )

55
(TOPIX500)

118
(TOPIX500)

8.9Ṿ
(TOPIX500)

10.7Ṿ*
( 6.6% 7.7%)

(2023
/TOPIX500)

2013 2024

ṕ Ṗ

1 6291
ṕ Ṗ

3 9894
( )
ẑ2025

5 339

Å 10 3

Å

118

Å ṕ Ṗ

ṕ

Ṗ

8 25

3 17

4 7

2013 2024 *

28
( )

61
( )

Å

* 4000* 2023
16.7%

/ *
5.4% 5.1%

/ *
2.1% 2.2%

( )
414 460

2016 2023

2013 2023

ệ ễ
ṕ2025 10 24 Ṗ

* ṕ2025 8 Ṗ
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ṕ Ṗ

¸ 2023 ṕ RẀD CAPEX Ṗ 29.4Ṿ 27.2Ṿ

17.7Ṿ 1.7

ṕ Ṗṕ2023 Ṗ

17.7 

29.4 
27.2 

22.6 

0

5

10

15

20

25

30

35

CAPEX

( ) Bloomberg
ẑ ṕ2023 12 31 FY2023 12 31 FY2024

FY Ṗ
ẑ Ḳ 2023
ṕ2023 ṕCAPEXṖṖ ṕ Ṗ

ṕṾṖ

CAPEX 5.1Ṿṕ3,896 Ṗ 5.9 Ṿṕ3,696 Ṗ 5.8Ṿṕ2,222 Ṗ 5.7Ṿṕ748 Ṗ

2.2Ṿṕ3,741 Ṗ 4.8Ṿṕ2,397 Ṗ 3.4Ṿ ṕ1,249 Ṗ 1.8Ṿṕ495 Ṗ

10.4Ṿṕ3,823 Ṗ 18.8Ṿṕ733 Ṗ 18.1Ṿṕ2,273 Ṗ 15.1Ṿṕ646 Ṗ

17.7Ṿṕ3,898 Ṗ 29.4 Ṿṕ3,757 Ṗ 27.2 ṕ2,367 Ṗ 22.6Ṿṕ756 Ṗ

ệ ễ
ṕ2025 10 24 Ṗ
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( )
ẑ ṕ Ṗ ṕ Ṗ
ẑ Ḳ ṕ2024 ṕ2025 8 Ṗ Ṗ

NYSE NASDAQ

ṕ Ṗ

¸

¸ 2024 2013 3.5
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( )
ẑ ROE PBR 2021 2023
ẑ Ḳ Ḳ 2021 2023 ROE PBR

NYSE NASDAQ

¸ ṕ ú Ṗ ṕ ú Ṗ

ṕ ú Ṗ

¸

ṕPBRúROEṖ

ể

ỊṾ

ệ ễ
ṕ2025 10 24 Ṗ
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ṕ2023 Ṗ

¸ ṕCAPEXṕ Ṗ Ṗ 2

¸

ṕ Ṗ

14%

19%

18%

13%

54%

56%

28%

22%

50%

18%

12%

30%

77%

32%

14%

24%

32.5Ṿ
Ḳ4.8%
Ḳ3.7%
Ḳ24.0%

28.8Ṿ
Ḳ5.6%
Ḳ7.1%
Ḳ16.2%

29.8Ṿ
Ḳ6.4%
Ḳ4.7%
Ḳ18.8%

47.6Ṿ
Ḳ5.4%
Ḳ7.0%
Ḳ35.2%

23.9Ṿ
Ḳ5.1%
Ḳ3.9%
Ḳ14.8%

27.0Ṿ
Ḳ6.6%
Ḳ4.0%
Ḳ16.4%

27.1Ṿ
Ḳ5.6%
Ḳ2.6%
Ḳ19.0%

34.3Ṿ
Ḳ6.5%
Ḳ5.6%
Ḳ22.1%

13.4Ṿ
Ḳ5.1%
Ḳ1.7%
Ḳ6.6%

16.9Ṿ
Ḳ4.4%
Ḳ2.2%
Ḳ10.4%

18.8Ṿ
Ḳ5.3%
Ḳ2.0%
Ḳ11.5%

22.4Ṿ
Ḳ6.0%
Ḳ3.3%
Ḳ13.2%

99%

38%

34%

96%

91%

38%

16%

60%

Ị ễ
ṕ2026 ễ ễ Ṗ
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Ốớ Ṭ NOPAT Ṩṕ ú WACCṖ

Ốớ Ṭ ṕ Ṗ úṕROIC Ṩ WACCḲ Ṗ

¸

¸

¸

ROIC

WACC

ṕEPṖ

Ị ễ
ṕ2026 ễ ễ Ṗ
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EP

186 

-61 

439 

319 

2,412 

352 

651 

504 

2009 -2013 2015 -2019 2020 -2024

127 

42 

477 

88 

363 

-4 

1,042 

348 

Ḳ

( ) S&P Capital IQ
ẑ Ḳ2024 3,000 ṕ2009 -2024Ṗ EP S&P Capital IQ diversified financials/banks

ẑ ROIC WACC

Ị ễ
ṕ2026 ễ ễ Ṗ
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EP

EP

2009 -2013 2020 -2024 2009 -2013 2020 -2024 2009 -2013 2020 -2024

ROIC

WACC

-61 -4 +57 439 1,042 +603 319 348 +29

-0.8 % -0.04 % +0.7 % 4.2 % 5.3 % +1.1 % 2.2 % 2.1 % - 0.1 %

5.4 % 6.37 % +1.0 % 11.1 % 12.5 % +1.4 % 9.41 % 9.44 % +0.02 %

6.1 % 6.41 % +0.3 % 7.0 % 7.3 % +0.3 % 7.2 % 7.3 % +0.2 %

8,020 9,509 +1,490 10,509 19,780 +9,270 14,212 16,555 +2,343

352 651 504 

Ḳ

( ) S&P Capital IQ
ẑ Ḳ2024 3,000 ṕ2009 -2024Ṗ EP S&P Capital IQ diversified financials/banks

ẑ ROIC WACC

Ị ễ
ṕ2026 ễ ễ Ṗ
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EP ṕ Ṗ
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ṕ Ṗ

Ḳ

( ) S&P Capital IQ
ẑ Ḳ2024 3,000 ṕ2009 -2024Ṗ EP S&P Capital IQ diversified financials/banks

ẑ ROIC WACC

Ị ễ
ṕ2026 ễ ễ Ṗ
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企業間連携の推進

ṥ ḱ Ṧ

¸ ḭ ḭ שּ שּקּ Ḯ ︡ ḭ

ḱ ḭ ḭ צּ Ḯ

¸ כֿ ḭ投資スケールが大規模・長期的 כֿ פּ 企業間連携が一層重要 ḭ פּ ḭ独占禁止
法抵触の漠然とした懸念が惹起されやすくなっている טּ Ḯ

¸ כֿ ḭEU ḭ ṡנּ ︣ Ṣ אל ḭ企

業間連携を推進するための環境整備ּצ Ḯפּךּ

競争環境の変化 対応の方向性

ḭ לּ
ἲ資源の効率配分（供給不足対策）ḭ既存資産の合理化（供給過剰対
策）ּצ

ἲ既存設備の統廃合ḭグリーン燃料の共同調達（GX）ּצ

ṥ Ṧ
ṇ

ḭGAFAM ṕ
Ṗ

ἲ海外からの強い競争圧力に対応できる事業規模や強靭性獲得ּצ

既存事業の統廃合、大規模な成長投資を通
じた事業転換
ẑ ḭ ṕ ḭ
Ṗ

共同研究開発、共同調達

企業結合等を通じた国際競争力の向上ḭ
ṇ
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【参考】企業間連携をめぐる国内外の動向

１．国内動向

産業界から独禁法抵触の漠然とした懸念が指摘される中、事例集（経済安保）やガイドライン（GX）を通じて、企業の予

見可能性を確保。

ṕ１）経済安全保障と独占禁止法に関する事例集（令和7年11月、公正取引委員会・経済産業省・国土交通省）

¸ פּ ︣ ︡ ḭ צּ ︡ 15 ḭ צּ

נּ ︡ Ḯ

¸ ḭ ḱ ḭ ףּ קּ ךּ טּצּ ḭ ḭ
Ḯ ḭ ḭ Ḯ ṕ Ḳ ךּףּ ︣ Ṗ

（２）グリーン社会の実現に向けた事業者等の活動に関する独占禁止法上の考え方（令和6年4月改定、公正取引委員会）

２．EUの動向

ドラギレポートで「産業政策・競争政策・貿易政策の連携」が提示されたことを受け、現在、EU競争当局にて以下の動き。

（１）企業結合ガイドラインの改定（春にも草案公表予定）

Ṯ ṯ

¸ ṇ

¸ ḱ ךּ ︡

（２）競合企業間の業務提携（共同研究開発、共同調達等）に関するガイダンスの提供



競争優位性確保のための知財・市場分析の活用

Ẋ

ボイル裏こし

技術領域

( ) ṕ  HPṖ 2023 ṕLexisNexis  HPṖ ROESGÚ

︡ 3D V ῀ ḁ σṁḅṪ χ ›

( ) ṕ  HPṖ 2024 2023 10 12  

ṕ
Ṗ ṕ Ṗ

ể ṕ Ṗ ỘẀỌ

87É 77 ṕº How to create commercial value from patents: the role of patent managementº Ernst et al.,2016Ṗ
ṕ M&A Ṗ

1 1



ṕ
Ṗ

Exit

Ḳ SU

スタートアップファイナンスの課題と目指すべき方向性

¸ ṇ ṇ צּ ךּ ḭ ṇ צּ שּקּ ︣ スケールアップのエコシステムに課題Ḯ

¸ グローバルにスケールするスタートアップを創出︡ שּךּ ḭ産業政策としてのスタートアップファイナンス ︡ḭフェーズに応じ
た大規模な成長資金の供給ḭグロースしていくための戦略構築・実施の支援 ḭ ︣ כֿ צּ Ḯ

IPO

CVC*

ẁJICṕ Ṗ

ẁ

SU
VC

IPO ṕ
Ṗ

Exit

JIC

ṇ
4-1 ṕ2026 3 19 Ṗ

88
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企業の資金調達構造

¸ Ị צּ ףּ ḭ ḱ ṇּצ Ḯ

¸ ךּ ḱ ḭ צּ ︡ כֿ פּ Ḯ

日本の上場企業の資金調達構造

4.1% 3.1% 3.0% 2.0% 4.2% 6.2% 4.2% 5.2% 3.2% 1.4% 2.5% 3.5%

12.2% 11.5% 9.4% 13.0% 13.0% 11.2% 14.2% 13.5% 16.7%
11.1% 12.3% 12.6%

83.7% 85.4% 87.5% 85.1% 82.8% 82.6% 81.6% 81.3% 80.1%
87.5% 85.2% 83.9%
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80%

90%

100%

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

ṕ Ṗ

ẑ Ḳ

ệ  
3 ṕ2025 10 24 Ṗ



¸ ṇ צּ שּ צּ Ḯ פּ צּ ḭשּ VC טּ ḭ ṇ צּ Ḯ

¸ כֿ לּ פּ ︡ ךּ ḱ ךּ כֿ ḭ ṇ ṇ ṇ ṇ ḭצּ
ךּ אל Ḯ

VC

JAFCO

Andreesen
Horowitz

Sequoia Capital

ṕ2023 Ṗ ṕ2023 Ṗ

ṕ Ṗ ṇ
ṕ Ṗ ṇ

ṇ

ṇ ṇ

ṇ

ṕ Ṗ ṇ ṇ ṡJapan Startup Finance 2024 ṢḭQ3 2024 Pitchbook -NVCA Venture Monitor, NVCA 2024 Yearbook ḭ
ṇ ṇ ṇṡ ṇ 2024Ṣ וֹףּ ṡ ṇ ṇṢ ṕ Ṗ וֹףּ ṡ Ṣ Ḯ וֹףּ ṡ
ṇṢ ṕ Ṗ לּ ṡ ṇ ṇ Ṣ Ḯ VC ṇ Ḯ 1,285ךּ ḭ

1,730 Ḯ 13,586 ḭ 1706 Ḯ

ṕ Ṗ 3 ṇ ṡ ễ Ṣṕ2024 2 8 , Ṗ
NRI Ḯּט ḭ2018 Ṍ2022 5 ṕ1 =148 ︡ Ṗ

ṕ Ṗ 4  ︣ ṡ 8 ṕ ṇ ךּ Ṣṕ2025 7 9 , Ṗ
IMF ṡWorld Economic Outlook Ṣ ḭPitchBook Data, Inc. ṇ Ḯ ṇ 2025 6 Ḯ

ṕ Ṗ

* N VC ︣
LP

* 
טּ ḭ

אלקּ ︡ ךּ ךּ
* ḭ ḭ
2025 3 22 ḭ
ḭ ḭ ṇ

2025 3 23

( )JETROṡ ṇ Ṣṕ2025 6 Ṗ JVCA ḭPreqin Pro ṇ ṇ

90

1 ṇ 3
ṕ2026 2 4 Ṗ



91

ṕ Ṗ ṕ19 Ṗ 1 ṕ2024 12 10 ,
Ṗ

ṕ Ṗ IPO

¸ ṇ צּ ︡ḭグロース市場は低迷︡ ךּ ḮIPO 64社ṕ2024 Ṗּפ 41社
ṕ2025 Ṗ Ḯ צּ ḭ Ḯ

¸ グロース市場の上場維持基準の見直しが2030 3 1 אל טּ ḭ אל ḭスタートアップのIPO
以外の出口の多様化 ḭ上場スタートアップの更なる成長の促進ּצ Ḯ

2024 2025

17 33

1 4

8 17

88 135

² 15 31

5 100
ṕ Ḳ 10 40 Ṗ

グロース市場の上場維持基準の引き上げ

ṕ Ṗ ṡ2025 IPO Ṣ

ẑể TOKYO PRO Market
ẑỄ Ṭ ṧ ṕOA Ṗ TOKYO PRO Market

ẑễ 1
ẑỆ IFERS Ṭ Ṭ Ṭ

ṕ Ṗ ṕ Ṗà Þ Ŀ

1 ṇ 3
ṕ2026 2 4 Ṗ
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IPO

M&A

IPO

M&A

（参考）IPO以外のEXIT （M&A ）

¸ IPO M&A ḭ IPOצּ צּ פּ ךּ Ḯ

¸ ṇ ḭIPO ךּ ḱ ךּףּ M&A Exit צּ צּ ךּ ḭ
ṇ ḭ ךּףּ ḱ IPO M&Aצּ Ḯךּ

ṕ ṖJETRO ṕ2025 6 Ṗ
PitchBook Data, Inc.; *The cited data has not been reviewed by PitchBook analysts and may be inconsistent 
with PitchBook methodology.
* 2025 3
* 2010 -2024 IPO M&A VC

* M&A Pitchbook / /LBO /

ṕ ṖJETRO ṕ2025 6 Ṗ
PitchBook Data, Inc.; *The cited data has not been reviewed by PitchBook analysts and may be inconsistent 
with PitchBook methodology.
* 2025 3
* 2010 -2024 IPO M&A VC

* M&A Pitchbook / /LBO /

* USD USD

1 ṇ 3
ṕ2026 2 4 Ṗ
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1. マクロ経済運営のあり方

2. グローバル競争型産業

3. 新技術立国・競争力強化

A) あらゆる分野の産業競争力強化のカギとなるAXの推進

A) -1 地方も出発点としたAXによる産業構造・就業構造転換

A) -2 実現に向けたデジタル産業基盤の確保などグローバル立地競争力の強化

B) 「責任ある積極財政」を通じた「危機管理投資」・「成長投資」の推進

C) 新技術立国の実現とグローバル市場の獲得・経済安全保障の強化

C)-1 「技術で勝ってビジネスでも勝つ」、新技術立国

C)-2 グローバル市場の獲得・経済安全保障の強化

4. 好循環のミッシングピースである消費活性化

5. 未来の経済社会システムのあり方
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現状認識と課題

年間の知財ライセンス収入の比較国立研究開発法人（26法人）

継続的な資金供給の欠如商用化への死の谷と、初期需要創出の例

順位 大学

8 ṇ

11

14

19

36位 東京大学

38

国・地域 2011 -2013 2021 -2023

2 1

1 2

12 4

ṇ
9 7

13 9

日本 7位 13位

Å ︣ ︣ ḭ相対的なצּ
地位は低下しており、層としては十分に厚くないḮ

Å財務・ガバナンス改革や科学技術人材育成によって、大
学の国際競争力の強化を進めていくことが必要Ḯ

アジア・オセアニア地域の大学ランキング
（QSランキング2026 抜粋）

Top10 ％補正論文数（抜粋）

( )NISTEP 2025

研究機関
知財ライセンス

収入

産総研 10.3 億円

NIMS 6.1 億円

理研 4.7 億円

ṇ
ṇṕ Ṗ

298
(1.6 ħ)

( )Fraunhofer  Annual  Report -2024ḭ ṡ 6
וֹףּ ︣ ḭ ṡ Ỉ

ṢḭNIMSṡ Ỉ Ṣ Ḯ

Å ︡פּ ︡ טּ
ḭ ṇ ︡ 我が国の技術力強化やイ

ノベーション創出に繋がるエコシステム構築は道半ば
טּ ḭ צּ Ḯ

第18回日印外相間戦略対話日米首脳会談

Å ṇ צּ אל ךּ
ḭ諸外国の優良事例と比較してシーズの社会実装が限צּ
定的Ḯ

Å ḭ ḭ ḭ
国研の持つ多様な機能を強化する施策が必要Ḯ

Å ṇ צּ ︡ 十分な顧客基盤、製品・サービスの提供基盤、
販売実績、信用力等を有しておらず、初期需要（オフテイク）が得られない。

Å調達側が明確なスペックを示し ḭ研究開発支援ḭ初期導入・実証ḭ本格的調達
一貫して支援する体制の構築ּצ Ḯ

(1) 防衛調達を含む官公庁調達、新たな需要・市場創出

Å ︣ SUּצ ︣ ḭ Ṍ ṇ ṇ リスクマネー
が円滑に供給されず、技術の商業化と規模がスケールされない。

Åフェーズに応じた大規模な成長資金の供給ḭグロースしていくための戦略構築・実施
の支援 ḭ ︣ כֿ צּ Ḯ

(2) スタートアップ・ファイナンス整備

(3) 研究開発法人等の技術シーズの徹底した社会実装
(4) 高い研究力を持つイノベーションの中核となる

大学群の形成
(5) 我が国が優位性を持つ技術力、イノベーション力

を外交的に後押し

ṕ Ṗ 4  ︣ ṡ 8 
ṕ ṇ ךּ Ṣṕ2025 7

9 , ḭ IMF ṡWorld Economic Outlook Ṣ ḭPitchBook Data, 
Inc. Ḯ ṇ 2025 6 Ḯ

スタートアップ資金調達額（GDP比）
の国際比較



（参考）新技術立国関連総理発言

( ) HP

令和７年11月28日 総合科学技術・イノベーション会議 総理発言（抄）

令和８年２月20日 高市総理施政方針演説（抄）

ḭ日本に強みがある技術の社会実装を進める ḭ勝ち筋となる産業分野について、国際競争力強化と人材育成に資す
る戦略的支援を進めていくṣ新技術立国Ṥ ךּ ︡ ︣Ḯ

ṕ Ṗאל ḭ今般の基本計画を礎 ︡ ḭ日本に強みがある技術の社会実装 勝ち筋となる産業分野の育成を促進︣ ṣ
Ṥ ḭ ḭ וֹ ḭ שּ Ḯךּאל

ḭ

研究開発法人の技術シーズの徹底した社会実装

防衛調達を始めとする官公庁による調達ḭ

ḭ規制・規格の導入による新たな需要創出・拡大策などḭ

שּ Ḯךּאל

ḭ ḭ先端技術の社会実装の実現を重視︡ צּ ḭ
︢ קּךּ ︣Ḯ
ḭ ḱ ḭ ḭ ךּ ḭ大胆な投資促進、国際展開支援、人材育成、研究開発、産学

連携、国際標準化、防衛調達を含む官公庁による調達、規制・制度改革 ךּ ḭ供給及び需要の両面にアプローチする多角的な観点か
らの総合支援策 ︢ ︣Ḯ ḭ צּ אל ṇ ךּ ḭ פּ ︡ קּךּ ︣Ḯ

ṕ Ṗ「強い経済」の基盤 ḭ優れた科学技術力 ︣Ḯ
大学改革を進める ḭ基礎研究を含めた科学技術研究の基盤を強化︡ḭイノベーションを通じた経済成長や国際的地位の確保を

達成︣ 「新技術立国」 ︡ ︣Ḯ
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「新技術立国」の全体像

「技術で勝ってビジネスでも勝つ」
イノベーションを通じた経済成長・国際的地位の確保を達成し「強い経済」を実現

民需

ḱ

ṇ ḱ

論点⑤：我が国が優位性を持つ技術力、
イノベーション力を外交的に後押し
（世界トップ人材の受入れ）

論点③：研究開発法人等の技術シーズ
の徹底した社会実装

論点④：高い研究力を持つイノベーションの
中核となる大学群の形成

官需

ṇ

論点②：スタートアップ・ファイナンス整備

ṕ
Ṗ

論点①： 防衛調達を含む官公庁調達、
新たな需要・市場創出
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· 防衛調達を含めた官公庁調達を活用︡ḭ ḱ ḱ כֿ ḭ ︡ḭ先端
技術の社会実装と市場形成を促進するḮ

· 規制改革、標準化の戦略的活用 ḭ ṇ ṕSUṖ צּ ︡
צּ קּ ḭ ṇ ḱ Ḯ

 

¸ ︡ SBIR
V SBIR 制度によりSUの研究開発を適切に選定しながら促進︡ḭ

¸ ︡ḭ ḱ ︡ צּ
V צּ ︡ ḭ ︡ טּ SUの製品・サービスを試験導入・運用し、運用を通じて改善・高度化を
図る

¸ ḱ וֹ
V SU וֹףּ 資金的負担の軽減 迅速性・柔軟性の向上 ḭ契約等の運用指針を作成︣שּ כֿ ︢ ḭSUּצ

︡ ךּ︣

¸ SU ḱ ︡
V SUḱ צּ ︡ ךּ כֿ ḭ双方への一貫した調達支援（マッチングや調達獲得支援、べスプラ共有、研修、調達担当
のコミュニティづくり、相談窓口等を想定）を行う

︢

（１）防衛調達を含む官公庁調達、新たな需要・市場創出

97



¸ SU ︣

V צּ ︣ לּ ḭ特にSUに期待する分野を明示・公表し、研究開発や投資判断における予見可能性を高める

¸ SBIR

V ︣ SU ︡ḭ ḱ כֿלּ ḭ運用ニーズを満たす技術の早期装備化と事業化を実現

¸

V SUּצ ︡ 自衛隊部隊が試験的に運用し、短期間でのフィードバックを反復することで、運用現場のニーズを反映した装備品を迅

速に創出

¸ שּ

V ḭSU ḭ ḭ ḭ Ṅ 契約上の課題を解

決し、SUの参画を促進

¸ SU

V ךּףּ SU ︣ ḭ ︡ḭ防衛産業のプライム企業とSUの協業を促進

¸ SU

V 装備庁内にSU支援体制を整備︡ḭ ṇ ḭ ḭקּ ךּ 一体的な伴走支援を実施

¸ וֹ

V ︡ḭ צּ ךּףּ ḭVC צּ Ḯ וֹ SU ךּ ḭ積極的な広報や、防衛省として「お

墨付き」を与える更なる施策を行うことで、民間資金流入の促進を図る

¸ ṇ

V כֿ ḭ ︡ טּ

¸ ḱ

V טּ 国研・大学等へのセキュアな防衛研究基盤整備ḭ ṇ 挑戦的な目標を示し幅広い基礎研究から技שּ

術実証まで行うプロジェクトの実施ḭ新たな防衛イノベーションの芽の発掘・育成

ṇ ḱ

（１）防衛調達を含む官公庁調達、新たな需要・市場創出
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¸ 新たな市場形成の促進とテクノロジーを用いた規制の合理化の観点ּפ ḭ ︢ ︣ וֹףּ

ḭקּ ḭ 推進主体のチームアップや円滑な実証の実施環境を整備

¸ ṕISO/IEC Ṗ ︢ ḱ

V 戦略的標準化に向けた取組フレームを「型」として整理︡ḭ Ḯ ḭ

V ṡ Ṣ טּ ḭ ︣ צּ ḭ政府に対する「伴走機能」の充実や体制強化לּ

¸ ṕJIS Ṗ ︡

V 約11 ,000 件ある全てのJIS規格を対象に、①５年をかけて行う活用状況の調査・見直しと、②ニーズが把握された規格について公共調達

活用を進める先行案件対応 ︡ ṡJIS ︠ ךּ ṇṢ ︡ḭJIS規格と公共調達や法令との連携の具体化

V 公共調達におけるJIS 規格の活用目的やJIS 規格の具体的な活用方法等を類型化して整理︡ ṡJIS

ṕver.1.0ṖṢ

¸ ḱ

V ḭ ḭ ṇ נּ

ḱ ḭ日本企業の機微情報も守りながら海外市場を開拓･確保

ḱ

ṇ

（１）防衛調達を含む官公庁調達、新たな需要・市場創出
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¸ グローバルにスケールするSUを創出︡ שּךּ ḭ ṇ ḭ ︡ SU ︡ḭ
︢ 大規模な成長資金の供給や、グロースに向けた戦略構築・実行支援を行うことで、SUファイナンスのエコシス

テム全体を活性化
¸ ṇ ṇ ṇ ︡ḭシーズ段階からグローバル仕様を前提とした企業創出を推進

V ṇ ḭ ṇ ṇ ︡ḭ פּ נּ ḱ

V グローバル人材による経営陣組成や、国際的な投資慣行に整合した投資契約・ガバナンスの導入など ︢ḭ
︡ SU

¸ ṇ פּ ḱExit ︡ ḭグローバル規模のリードインベスターの育成・呼び込み
V SU נּ ︡ ḭ ṇ פּ Exit ︣ リードインベスターの育成・呼び込みを実施

（２）スタートアップ・ファイナンス整備

· ṇ ︢ ḭ ṇ ︡ שּךּ ḱ ḭグローバルにスケールす
るSUを創出するためのエコシステムを構築︣ Ḯ

︡ ṇ ḱ
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ṇ ︡

¸ ḱ ︡ ḭ ḱ ḱ
V 国家的課題への対応という国研のミッションを国家戦略として明確化ṕ ḱ ︡ / וֹףּ

ḭ ṇ שּ Ṗ
V ḭ ︣ ṇ לּ ṕ ḱ ḱ Ṗ

︡ḭ צּ קּ オフキャンパス機能を提供
¸ ︡ḭ וֹףּ ︣ Ḯ
V ḭ וֹ ךּ ḭṡ Ṣ ︡ḭ

︣ כֿ ḭ単独では不足している専門人材等を共有し、研究開発や事業化を迅速化
V 産総研発の技術シーズを活用するスタートアップの成長支援 ḭVCへの出資業務を追加︣ ḭ 成果活用支援法人で

あるAISol と連携した支援体制の検討を進める
V 産総研のみならず、他の国研の技術シーズの成果普及を行う。 ￼ ḭ既に産総研とMOUを締結したNIMS や具体ニーズがある国研と、

組織の壁を越えて、共同研究企画・あっせん、技術資産提供等の様々な面での具体的な支援の在り方を深化
¸ וֹ ḭ
V צּ ︣ ךּ ḱ

· ḭ ṇ שּ ︡ ףּ ḭֿכ 技術シーズの徹底

した社会実装を図るとともに、研究開発基盤の更なる強化 Ḯ

（3）研究開発法人等の技術シーズの徹底した社会実装

¸ ḱ ︡
V J-RISE Initiative ︡ ḭ ḭ魅力あるキャリアパスや雇用機会、トップレベルの研究環境を示しḭ

קּ וֹ ḭ צּ קּ
¸ ︡ ḱ ḱ וֹ
V ︡ḭ פּ ︢ 10 ךּ כḭֿוֹ ︡ נּ ︣ כֿ

צּ קּ 経営努力認定制度の活用促進や複数の国研間で連携した効果的・効率的な施設・設備の更新等 ךּ 101



· 優れた科学技術力 ḭ 科学技術人材の力לּ ḭצּ Ḯ新技術立国の核となる、高い研究力
を有する、産業競争力強化に貢献する研究大学群を新たに形成︣ Ḯ

· ḱ ḭ ︣ ︣ ḭ多様な科学技
術人材の育成・確保、各教育段階での人材育成、制度・システム改革を推進︣ Ḯ

¸

V 外部人材の登用、本部と部局の一体運営 ḭ ḭ資金の柔軟な運用等 ︢ḭ ︡
ḱ

¸ ḱ ︣
V 戦略分野での定員措置の柔軟化、産学が協力して設置・運営する学位の授与を行う教育プログラム（契約学科）

¸ ḱ ṇ
V ṕ17 Ṗ ︡ḭ ︣ כֿ ḭ וֹ שּ ︡ḭ

V 国内外の経済圏とのインターフェース機能を集約・強化
V 国研等とも連携︡ḭ産業競争力強化にも貢献︣ ḭ研究・イノベーション環境を実現
V 各大学での魅力的な博士課程のカリキュラム設計等を通じ、若手研究者や産業競争力強化を中長期的に担う次世代人材の育成を促進

ṕ4Ṗ

¸ ḱ
V 産学での研究開発と一体的な研究者・技術者育成 ḭוֹ ḱ Ḯ
V 先端大型研究施設・設備・機器等の整備・共用・高度化 ︢
V ḱ נּ ḭ 研究者を幅広く支える科研費

ךּ ︡ ḭ
V ︡ 新興・融合研究の促進 / 活躍の場の拡大ṕ ḭ ḭ Ṗ
V ḱ ḱ 高度専門人材の育成・確保

¸ וֹףּ
V ḱ ḱ ḭ ḱ ḭ先進的な理数系教育

º   º
¸ ḱ

V ELSI נּ ḭ“社会と科学技術”に関する研究の推進・支援体制刷新、科学技術・イノベーション政策のEBPMを担う人材育成
の仕組み構築

︣
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ṕ5Ṗ

· ḭנּ צּ 技術力強化やイノベーション創出に繋がるエコシステム構築ּצ טּ ḭ
︡ḭ ︡Ḯ

· ḭ首脳会談等の外交機会 在外公館ネットワークḭバイ・マルチのODA等の外交ツールの
︣ ḭ ḱ ṇ ךּ Ḯ

AI

¸ צּ ︣ AI ︡ḭ「安全、安心で信頼できるAI 」エコシステムを共創するための各国との対話や人材交流（含
む招聘）、企業・スタートアップの海外展開支援強化、在外公館を活用した国際標準に係る情報収集の推進
ṕ Ḳ ASEANḱAI ḭ AI Ṗ
¸ ḱ ḭ ṇ ḭ ṇ ḱ ︣ ḱ

¸ ṇ ḱ
V וֹףּ デュアルユースを含む先端技術に関する企業・SU・大学・研究者等を巻き込んだネットワークイベントの強化、

︣ ḭ ︣ ṇ
¸

V J-RISE ḭ וֹףּ 海外トップ研究人材の受入れ וֹ ḭ ṕASPIREṖ
︣ Ṅ

¸

V ḱ ṇ ︢ ︡ ḭ ṇ ḱ ṇ ḱ
︢ 新進気鋭の起業家精神の高い研究者等の招へいと広報活動強化Ḯ

¸ ḱ
V וֹףּ デュアルユースを含む先端技術に関する動向等の情報収集体制の強化ṕ Ṗ ḭ最新の
現地情報を国内関係省庁や大学等に環流

¸ ODA ︡ḭ ṇ ︡ 高度人材育成、地球規模課題や先端技術の国際共同研究・開発、国際標準化、国内外
研究機関とのネットワーク構築等を推進︡ḭ וֹףּ בֿ

ODA ṕ Ḳ Ṗ
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1. マクロ経済運営のあり方

2. グローバル競争型産業

3. 新技術立国・競争力強化

A) あらゆる分野の産業競争力強化のカギとなるAXの推進

A) -1 地方も出発点としたAXによる産業構造・就業構造転換

A) -2 実現に向けたデジタル産業基盤の確保などグローバル立地競争力の強化

B) 「責任ある積極財政」を通じた「危機管理投資」・「成長投資」の推進

C) 新技術立国の実現とグローバル市場の獲得・経済安全保障の強化

C)-1 「技術で勝ってビジネスでも勝つ」、新技術立国

C)-2 グローバル市場の獲得・経済安全保障の強化

4. 好循環のミッシングピースである消費活性化

5. 未来の経済社会システムのあり方
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世界で産業政策・通商政策競争が激化

ṥ Ṧ
Å格差拡大・中間層の疲弊
Å中国への対抗

ṥ Ṧ
Å製造業中国依存、デジタル米中依存
Å

Å

ṥ Ṧ
Åキャッチアップ・輸出主導型高度
成長経済の終焉

Å

ṥ Ṧ
ẑ ḭ ︡ טּ ḭצּ
ḭנּ

ü「欧州の競争力の未来」(ドラギレポート) <2024 年9月>
Ẇ ︡ ḱ ḱ
Ẇ 7.5 ～8.0 千億ユーロ (約122 ～130 兆円)/ 年

ü「クリーン産業ディール」<2025 年2月>
Ẇ クリーン技術資産の早期償却 ṇ

ךּ 税制措置の導入

ü「EU競争力基金」＜2025 年7月＞
 Ṇ וֹ ḭ2028 פּ 7 約4,500 億
ユーロ (83 兆円) 規模の新基金

ü「産業加速化法案」＜2026 年3月＞
 Ṇ ṇ

ḭ再生エネ技術や電気自動車 (EV) 等分野における公的
支援や投資要件を規定

ẑEU
ドイツ 減価償却率の引上げ (2025 -27 ḭ 30%) ḭ法人税
率の引下げ ( 2028 年から5年間で5% 引下げ) ךּ
「投資ブースター」 צּ Ṯ2025 7 ṯ

ṥ Ṧ

ṝ Ṟ

ü OBBB法案成立<2025 年7月＞

恒久的な投資即時償却措置 (工場も含む
建屋については4年間の時限措置) 
︣ OBBB法案ּצ

ü関税を活用した国内生産奨励
Ṯ2025 4 -ṯ

Ẇ ḱ ḱ
Ṅ

○米国連邦最高裁によりIEEPAに基づく
関税措置は無効と判断されたが、相互関
税を徴収停止とした日より通商法122 条
に基づく10% の代替関税措置を発動
<2026 年2月＞

ṥ Ṧ

ü中国製造2025 ＜2015 年7月＞

中核基礎部品・基幹基礎材料 2025
年国内自給率70% 目標

ü特別国債を活用した国内需要喚起策

Ṇ2024 2025 計2.3 兆元 
(約46兆円) 超長期特別国債

ἲ設備更新・消費財買替え支援 (2
16 )

ἲ
 ( 16 )

ü第15次5ヵ年計画の産業支援
＜2026 年3月＞

Ṇ2026 3 אל 15 ệ
ךּףּ ḭ נּ ḭ

AI ・半導体等の新興産業を支援する方
針

( ) 1 Ṭ149 ḭ1 ṇ = 162 ḭ1 Ṭ20  (2024 3 ṇ )



¸ ︣ ךּףּ グローバルサウスとの連携を強化することで、国際秩序の安定を目指す。

¸ ḭ ṇ צּ DX/GXךּ 分野を中心に共創案件の形成等を支援︣ כֿ ḭ צּ ךּ
︡פּ 日本のイノベーション創出 ḭ有志国間での産業基盤のネットワーク構築、経済安保強化等にも裨益Ḯֿכ

FOIPの実現にも繋げていく。

③国際秩序形成の鍵

ẑ אל ךּ
ḱ ṕ2022 3 24 Ṗ

印主催「グローバルサウスの声サミット」 
（２０２３年１月）参加国は120 以上

露非難決議は、多くの新興国・途上国が
露にも配慮してバランスを取る姿勢

②経済安保上重要な相手

◆リチウム
Ḳ 55Ṿḭチリ： 30％

◆レアアース
Ḳ 60Ṿḭベトナム： 16％

◆ニッケル
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ:28% 、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ:26%

＜我が国にとってのグローバルサウス諸国の重要性＞

ṇ וֹ ḭ日本企業の強みを活かした技術・サービスを用いながら相手国の社会課題を解決
するビジネスの実装に向けたＦＳや実証事業 Ḯ

案件組成や現地人材の育成等による社会課題の解決

日本へデータ等を還元、高度人材還流など（イノベーションの源）

日本

R&D拠点整備等が
促される効果

＜事業例＞

グローバルサウス連携の重要性

①成長力の高い市場

AI 等新技術の社会実装

グローバルサウス諸国

Ḳ

106
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ṕ Ṗ

¸ FOIP ṕGSṖ

¸ GS

¸ 17

GS

ü

V

ü

V

ü

V SU
V

V

ü

V ṕAZEC Ṗ

GS

ü

ü



７９カ国 Ḯ

כֿ צּ פּ ṇ
Ḯ

ẑ ḭASEAN204 ḭ 80 ḭ 47 ḭ 26 ḭ
17 ḭ 9 ḭ 14 ḭ 5 ḭ 1 ḭ 18

108

グローバルサウス未来志向型共創等事業の成果

¸ ệ Ỉ ḭקּ 7 １０億ドル ︡ḭ Ḯֿכ ḭ ṇ

①事業者・分野の裾野の拡大ḭ 新市場の囲込み・創出ḭ プロジェクトの事業化ּצ Ḯ

４２１件
ẑASEAN 33 ḭ ASEAN 16 ḭ 372
ẑR5 251 ḭR6 170
ẑ 56Ṿ

GX、DX、経済安保
Ḯ

 5Ḳ7Ḳ1
ẑJCM ︡︣ לּ Ḯ

AZEC、TICAD
MOU
Ḯ

金融機関
JBIC GS ︣ ḭ
ṇ
︡ שּךּ Ḯ

６４件 ṇ ṕMPṖ ẑ Ḯ

GS ṡ Ṣ כֿ
︡ḭ ṇ לּ Ḯ

ẑ ךּ ḭ ︣ כֿ ḭ
︡ ︣ Ḯ

上流への打込み 事業化への橋渡し

事業者の裾野拡大

展開国の拡大 面的な事業拡大

重点分野への投資

ẑ

ṕ 5 Ṗ
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Ḳ

(2025 9 )H1 -B
Å 10

ð Ṅ1,700-4,500

Å 4

ð
17/34/50/67 4

(2025 1 )

Å 100 6

( /2025 5 -)

Å

( /2025 5 - )

Å

( /2024 6 - ) /
EU
Å

Å EU EU

EU

( /2025 6 )  

Å

(2025 10 )K

Å H1-B

(2023 - )

Å

/

( )
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技術協力・人材交流によるグローバルサウスとの連携強化（日本）

外国人材育成
海外現地生産拠点への技術移転や能力強化、人材採用の促進を目指す。

○研修・専門家派遣・寄附講座開設事業

צּ ︡ ḭלּ ḭ ḭ
︣ Ḯ

○国際化促進インターンシップ事業

טּצּ ḱ ḭ101
ṇ ︡ וֹ Ḯ ṇ ︢ ḭ

︡ḭ ḱ
︣ כֿשּ ṇ ︣Ḯ

○グローバルサウス IT / AIエンジニアインターンシップ事業

וֹףּ ITḱAI ḭ ṇ ︡ḭ ṇ
ITḱAI ︡ ṇ ḱ Ḯ

50 ṇ Ḯ נּ ḭ פּ
︡︣ ḭ Ḯ ITḱAI ︣ ḭ

Ḯ

JETRO

○高度外国人材活躍プラットフォーム事業（JETROを通じた支援）

JETRO ṇ Ḯ ḭ
ḱ ḭ ṇ ︢

וֹ Ḯ
ḭ 342 ︡ ḭ ṇ ṇ ṇ

︡ḭ פּ ︡ Ḯ

○海外大学ネットワーク構築事業（JETROを通じた支援）

פּ ︣ ḭשּ ︢ ḭ
Ḯ ḭ ḭ ︣

ṇ ḭIITH Ḯ
נּ ḭ ḭ 96 ṇ
Ḯ ︢ ḭ ḱ Ḯ

【主な取組（令和7年度）】

ṇ Ḳ https://www.jetro.go.jp/hrportal/

ṇḲ
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2025/02/06063ab97579de87.htm

ḱ Ḳ736 ḱ Ḳ31 ḱ Ḳ67

【主な取組（令和7年度）】

【主な取組（令和7年度）】

¸ GX/DX

https://www.jetro.go.jp/hrportal/
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2025/02/06063ab97579de87.htm


Ṯ ṯ Ṯ FTA ṕ2025 Ṗṯ

¸ ḭ צּ 25か国・地域 22の経済連携協定を署名・発効済Ḯ ẑEU 1

¸ ṇ ḭ Ḯ

¸2025 FTA ṇ 約8割Ḯ
ẑFTA ṇ Ṭ EPA/FTA ḱ Ḯ

¸ ḭCPTPP EUḱEPA ︢ ḭ質の高い通商ルールを構築ḮRCEP 2022 1 Ḯ
ḭUAEḭGCC 新興国とのEPA交渉 ︢ḭ ︣Ḯ

日本の経済連携の推進状況

111( ) ṕ2025 ể Ṍ12 Ṗ Ḯ
1 ḭ ￼︡ 100% Ḯךּ



CPTPP参加国と加入に関心を持つ主な国・地域
¸CPTPP 高いレベルの市場アクセスとルールṕ ḱ Ṗ EPAḮ Ḯ

¸新規加入 ךּ ḭ ハイスタンダード ︣ טּצּ כֿ ḭ ︣ コミットメント ︣ ︡
קּ ךּ כֿ ḭ CPTPP コンセンサス ךּ צּ אל כֿ ṡ3原則（オークランド原則）Ṣלּךּ שּ
כֿ CPTPPצּ Ḯ

¸一般見直し ךּ ḭ 2025 11 ךּףּ ḭ電子商取引、サプライチェーン強靱化 ︢
Ḯ ḭ市場歪曲的慣行への対応 ךּ ךּ ︡ כֿ Ḯ

¸中国、台湾、エクアドル、コスタリカ、ウルグアイ、ウクライナ、インドネシア、フィリピン、UAE ị ṇּצ
טּ ḭ לּ コスタリカ ךּ ḭ2024 11 ︡ḭ現在加入交渉継続中Ḯ 2025 11

ךּףּ ḭウルグアイの加入手続を開始︣ כֿ ḭUAE、フィリピン及びインドネシアについても、適切であれば
2026 年に加入交渉を開始︣ כֿ צּ Ḯ

˻CPTPPχὊↄίṛ ˼
ῢʿ     5.8ᴑ

GDPʿ    14.7 Жи
Ӭ ᶛʿ 8.7 Жи
̞11Τ⁯˴ֽ⁯χ›ὓ

ˢ ʿIMF2022 ˣ

112

：CPTPP

：加入作業部会立ち上げ済の国

：加入要請エコノミー

ẑ ( )Ḳ (2024)ẓ(2025)ẓ(2026)ẓ(2027)ẓ(2028 Ṗ



Ễ Ệ ṕ Ṗḭ ḭ ︡ ḱ
︡ כֿ ḭ ףּ Ḯ

üổḱỏḱ ḭ ḱ ḭ ḱ ḭ
ḱ ṇ ḭנּ ḭ ḭ ṕEU)ḭ ḭ ḭ

צּ Ḯ

ü פּ ḭ ḭ ḭ טּ ︣
︡ ḭ実効性のある価格スコアによって外部からの混乱を防ぐ「重要鉱物に関する特恵貿易圏」

の創設を提案ḭ ḭ צּ ︡ ︡ḭ נּ
ḭ同盟国及びパートナー国とともに、貿易ブロックを形成︡ ךּ Ḯ

ü פּ ḭ 採掘、精錬、重要鉱物の消費といったそれぞれが果たす役割ּטּצ ḭ具体的な行
動 צּ כֿ צּ ḭ同志国による真にグローバルな取組 וֹ ḭךּ ḭ

ṇ ︡ḭいかなる国の経済も、他国からの圧力や市場の混乱によって脅さ
れない状態を実現︡ ךּ Ḯ

ü堀井副大臣は、ヴァンス副大統領及びルビオ国務長官に続き冒頭挨拶 ḭךּ ךּ︡
צּ טּ כֿ ḭ需給両側面でのアプローチを同志国と協力して

進めることが重要 טּ ḭ צּ ︡ ṇ שּ ︣ כֿ ךּ
Ḯ 

ü ḭṡ ṇ ṇ ṕMSPḲMinerals Security Partnership ṖṢ קּ
תּ טּ 「資源の戦略地政学的関与に関するフォーラム（FORGE：Forum On 
Resource Geostrategic Engagement ）」の立上げּצ אל ḭFORGE ︢
ךּ צּ ḭפּ ḭ ︣ ךּ צּ Ḯ 

ルビオ米国国務長官主催重要鉱物閣僚会合 

113

ṕ2026 2 5 Ṗ
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ṕATCMṖ

ṕUSTRṖ 2 26 ṕ ṕATCMṖ Ṗ

1
10

Å

Å

Å ṕ Ṗ
Å ṕ Ṗ
Å

Å

Å

Å

Å ṕ Ṗ
Å

USTR ṕ2026 2 26 Ṗ

( ) Request for Comments on the Design of a Plurilateral Agreement on Trade in Critical Minerals and Policy Actions To Strengthen th e Resilience of Critical Mineral Supply Chains
https://www.federalregister.gov/documents/2026/02/26/2026 -03868/request - for -comments -on-the -design -of-a-plurilateral -agreement -on-trade - in-critical -minerals -and



ṈEUӷ ӷ ṇ ︣ ṇ ṇ
︣  

ḭ ḭ ḭEU פּ ︡ D.C. אל ךּףּ
︡ Ḯ 

ḭ ḭ ḭ ṇ ︣ כֿ ḭ
וֹ קּ בֿ ךּ Ḯ ḭ ḭỄ ךּ ḭ ṇ ṇ

וֹ ︣ ︡ Ḯ 

כֿ ṇ ︡ ễỂ
Ḯ ḭ ḭ ḭ

︡ ︣ כֿ ḭ ︡ ︣ ︣ Ḯ ḭ
ḭ ṇ ḭ ḱ ṇ ḭ ︣

Ḯ נּ ḭỄỂỄệ ểỂ Ễỉ ṡצּ ︢ ṇ
Ṣ ︡ ףּ ḭ ︡ ךּ Ḯ 

米国、欧州連合及び日本は、 ︡ ḭ אל ḭ ףּ
ךּ ︣שּ︢ ṇ ṇ ḭ複数国間の貿易イニシアティブを探求する意図を有する。 לּ

ḭ国境で調整される価格フロア、基準に基づく市場、値差に係る補助金、オフテイク契約といった調整
された貿易政策及びメカニズムの発展を探求することを含み得る。

צּ ︣ Ḯ צּ ︣ Ḯ

ḭ G7 ṇ ṇ ṕMSPṖ ṇ ︣
ךּףּ ḭֿכ ךּ ︣ ḭ

︣ ︣ Ḯ

（仮訳） ２月４日重要鉱物閣僚会合に続く、米国政府、欧州委員会及び日本政府
との間の 共同プレスステートメント

115

2 4
ṕ2026 2 5 Ṗ



Partnership ṕ Ṗ

Promotion ṕ Ṗ

Protection ṕ Ṗ

Promotion ṕ Ṗ

Protection ṕ Ṗ

経済安全保障政策のアプローチ

116

      

ṕ Ḳ Ṗ

ṕ Ḳ Ṗ

ṕ Ḳ Ṗ

 

 

 

 

 
ṕ Ṗ

 
ṕ Ṗ

ẑ 
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ṕ

Ṗ

  
ṕ ḲMLCC Ṗ



支援対象の拡大

117

¸ ḭ ḭ特定重要物資の指定に係る四要件
への該当性を判断する際の前提が大きく変化︡ ךּ כֿ ḭנּ Ḯ

¸ ḭ①重要物資の製造に不可欠であるが、汎用性がある基盤的物資 ［対象イメー
ジ：一部の汎用化学品］ ḭ②相互に連携することにより製造基盤の強靱化を支える連鎖的な技術要
素群（「テクノロジー・チェーン」） ︡ ［対象イメージ：鋳造・鍛造］ Ḯלּ

¸ ḭ支援対象に係る分析では「総合的なシンクタンク」及び「官民協議会」を有効活用︣ Ḯ

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

ṕ Ṗ

60

80

100

120

140

ṕ2020 =100 Ṗ

化学品の生産動向 化学品の輸出入動向

化学品の国内生産量・輸出量は減少傾向

減少傾向
横ばい圏

ṕ Ṗ ṕ Ṗ

減少傾向

Å  

Å



経済安全保障の観点からも重要な資源循環

118

海外へ

製造業

使用済
製品・部品等再生材

海外依存度
バージン材

再生材

環境汚染への懸念

日本

米国・欧州＋ASEAN
電子スクラップ・廃触媒等
（銅・金・銀・レアメタル)

פּ

再生資源供給

サプライチェーン

の強靱化

中古品
輸出

不適正

スクラップ

ヤード再生材
原料

資源循環業

消費者等

V

V

V

日本をハブとする国際

資源循環ネットワークの構築
( ) ṡ 2026 3

¸ צּ ḭ ךּףּ ḭ ︡ צּ ךּ שּ
אל אל ךּ ṕ ṖḮֿכ ḭ一次資源（天然資源）だけではなく二次資源（再生資源）にも着
目することが経済安全保障の確保に向けて重要 טּ ḭ国内での循環資源の回収拡大や不適正な国外流出抑制等に
より、基幹産業に再生材を質・量・コストの面で安定的に供給するサプライチェーンの強靱化が必要Ḯ ḭ再
生材需要の創出・拡大を起点とした市場形成の取組も重要Ḯṥ Ṧ

¸ 日本の精錬技術は回収できる鉱物資源の種類、回収率や純度の点で優位性 Ḯ ḭ צּ
ḱ ḭASEAN קּ Ḯֿ︡לּכ ḭ資源︡פּ

循環産業への投資を推進し、日本をハブとする国際的な資源循環ネットワークの構築を目指すḮṥ Ṧ



次世代技術開発に必要な重要部素材： ヒューマノイド

119( ) Morgan StanleyThe Humanoid 100: Mapping the Humanoid Robot Value Chain2025 2

¸ ṇ ךּ ḭ ṇ ṇ שּ
צּ ךּ Ḯ

TOP100

ÅTuopu( )
ÅSanhua( )
ÅShenzhen Inovance( )
ÅTHK( )
ÅJiangsu Hengli( ) 

ÅEstun( )
ÅLeadshine( )
ÅMoons' Electric( )
ÅShenzhen( )
ÅInovance( )
ÅZhaowei( )
ÅZhongda Leader( )

ÅKeli Sensing( )
ÅNovanta( )
ÅMelexis( )
ÅRobosense( )

PC

AI
( )

( )

18

4

3

3

2

3

9
2

6

ẑ
Reported

ẑ Primary Product Secondary Product

5
1

1

1



「エコシステム」への支援

120

É

 WEF 223 3

É

  AI
  AX AI

É 2040 AI
340 120

É

É

É

É

¸ פּ エコシステムを支える各要素を支援Ḯ

 AX AI

  

 SC

V AI GENIAC
V AX

V

AI IoT

V

V

V

V

V

V 100



פּ ễ צּ ︣ ḭ国際情勢の急速な変化や新たな課題に対して、迅速かつ強力に
対応することが必要Ḯ ḱ ḱ ḱ ḱ ḱ 総合的な国力を強化しながら最大
限活用し、我が国の平和と安全、繁栄を確保すべく、以下の対応を講じるḮ

経済安全保障推進法（一部改正案、令和８年３月19日閣議決定）

121

１．重要な物資の安定的な供給の確保

２． 役務の安定的な提供の確保

ṕ
ỏợ

Ṗ

４．重要な海外事業の促進（新設）

５．総合的な経済安全保障シンクタンク・官民協議会
（新設）

３．先端的な重要技術の開発支援

ḱ

ể Ṍể Ỉ β

ẑ
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Ệ  

ỄḰ
 ( 3 )

ṕK Program Ṗ

1  
4.

7 ṕ 8 3 27 Ṗ



Ṯ ṯ

ṕ Ṗ

事前報告の対象技術

①積層セラミックコンデンサ
（MLCC）

⑬正極／負極バインダ

②SAW／BAWフィルタ ⑭固体電解質

③電解銅箔 ⑮セパレータ製造装置

④誘電体フィルム ⑯量子ドット

⑤チタン酸バリウム
⑰TADF材料
（有機EL次世代発光材料）

⑥炭素繊維 ⑱位相差フィルム

⑦炭化ケイ素繊維 ⑲軟性内視鏡

⑧フォトレジスト ⑳ソルダーレジスト

⑨非鉄金属ターゲット材 ㉑GaN基板

⑩走査型／透過型電子顕微鏡
（SEM／TEM）

㉒永久磁石

⑪TMR／GMRセンサー
（磁気センサー）

㉓ペロブスカイト太陽電池

⑫スポンジチタン ㉔シンチレータ

ṕ Ṗ

¸ ḭ ︡ ḭ ︣ ḭ צּ שּ Ḯ ḭ 時間的経過ととともに צּ
︡ḭ当初想定できないような軍事転用 צּ טּצּ Ḯ

כֿ¸ ḭ פּ ︣ קּ ︡ ḭ技術移転を止めるためではなく、適切な技

術管理を徹底することを目的として、 כ事前報告制度を設けḭֿשּ ︡ 官民が確実に対話Ḯṕ
צּ אל ךּ ḭ インフォームを発出する場合もあるּצḭ原則として、対話を通じた

信頼関係の下での解決 ︣ḮṖ

¸ 19 ︡ ךּ ḭצּ ḭ新たに５技術を追加する予定Ḯ

123
新たに追加する技術
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経済安保に係る企業の行動変容に向けた取組～最近のガイドライン等の策定・更新～

1.経済安全保障経営ガイドライン
(経済産業省。2026年1月公表)

Å פּ ︡ וֹ
Å

Å שּ

2. 「コーポレートガバナンス・コード」
(26年夏目処の改訂を目指し、金融庁有識者会議において審議中)
Å CG ṇ
Å ḭ צּ
︡ ḭ ︣

ḭ ︡לּ צּ קּ

4.技術流出対策ガイダンス
(経済産業省。2026 年4月に改訂予定)

Å ︡ לּ ︣
Å לּ ḭ ︢

ḭ לּ ḭ ︣
︢ ךּ ḭ ︣
ḭ קּ

3.経済安全保障と独占禁止法に関する事例集
(公正取引委員会、経済産業省、国土交通省。 2025 年11月公表)

Å ḱ צּ ︡ פּ ︣
ṕ15 Ṗ ךּ צּ נּ ︡

経営陣向け 事業部門向け
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経済安全保障経営ガイドラインについて（2026 年1月公表）

¸ שּ ḭ נּ צּ ︡ ṇ פּ ḭ地政学的リス
クを踏まえた対応が求められる Ḯ

¸ צּ ḭ ḱ טּ 民間企業自身ּצḭ ḱ ḭ
︡ בֿ ḭ企業経営者が認識すべき原則や推奨事項 צּ Ḯ

¸ ḭ アウトリーチ Ḯ

経営者等が認識すべき原則

① 自社ビジネスを正確に把握し、リスクシナリオを策定する

② 経済安全保障への対応を単なるコストではなく、投資と捉える

③ マルチステークホルダーとの対話を欠かさない

具体的な推奨事項（一部要約・抜粋）

¸ シングルソースに調達を依存している場合 ḭ ḱ ṇ
שּףּ ḭ有事において代替調達先からの調達に速やかに移行できるような体制や調達先との関係構築

לּ

¸ ṇ 上流に位置するサプライヤーや業界団体等から、安定供給確保のための調達先、生産拠点の多様化などの相
談ּטּצ ḭ中長期的な企業価値向上に貢献し得るものとして、誠実に対話に応じる

自律性確保の取組

不可欠性確保の取組

¸ 自社のコア技術等を守るֿכ ḭאל 取引先・共同研究先の技術情報等の流出防止対策 כֿ︣ ḭ企業価値向上に
貢献し得るֿכ ︣

¸ ḭ ḭ ￼ḭ経営の問題 ︡ ḭ
קּ ḭ全社をあげた取組 ︣



コーポレートガバナンス(CG)コード改訂案における経済安全保障に係る記載

¸ 26年夏目処 ︡ḭ金融庁有識者会議においてCGコード改訂案を審議中Ḯ

¸ 経済安全保障の観点 ḭCGコード本体の解釈指針に初めて明記する方向Ḯ

¸ 地政学リスクへの対応等も、収益機会につながり得るものとして、リスク管理体制を整備する際の考慮事項に含まれ得る
とともに、そうしたリスクへの対応等が適切に行われる קּ Ḯ

【原則４－４．取締役会の役割・責務Ⅲ：経営陣・取締役に対する実効的な監督②】
取締役会は、内部統制や全社的リスク管理体制を適切に整備すべきである。

解釈指針
︡ ḭ

︡ḭ ︣ טּ ￼ḭ צּ לּ
וֹ טּ פּ ḭ ḭ ṇ כֿ ︣ ḭ

︡ ḭ ︣ קּ טּ Ḯ ṇ ḭ国際的な経済
安全保障を巡る環境変化等の地政学的要因によるサプライチェーン途絶リスク及び技術等の情報流出リスクへ
の対応等も、収益機会にもつながり得るものとして、リスク管理体制を整備する際の考慮事項に含まれ得ると
ともに、そうしたリスクへの対応等が適切に行われるべき טּ Ḯ

CGコード 改訂案（2026 年4月3日版）

126
ṕ Ṗ 3 ṇ ṇ ḱ ṇ ︣



経済安全保障と独占禁止法に関する事例集について

¸ 2025 Ệ ךּףּ ḭ פּ 事業者間の情報交換、連携、再編などについלּ
てḭ צּ ︣ ךּטּ ḭ ךּ
独禁法上の漠然とした懸念を理由に、企業間の対話を躊躇してしまうという論点が提起אל

¸ ḭ2025צḭ公取委・経産省・国交省ּנּ 11 20 ḭ「経済安全保障と独占禁止法に関する事例
集」 Ḯ経済安全保障の観点から実施する行為 ︡ ḱ צּ ︡ 15 ךּ ḭ

独禁法上の考え方を示したצּ Ḯ

事例②：流出を防ぐべき技術範囲に関する情報交換

צּ ךּ ḭ国内メーカー間でḭ ︢ ḭ וֹףּ 海外流出を防ぐべき技術の
範囲に関して情報交換 לּ Ḯ

事例⑥：重要原材料の調達に関する情報交換・共同調達

ךּ ḭṕểṖ ךּ︡ ṇ ṇ 調達途絶が顕在化した場合又はそ
の蓋然性が高いと政府が認め企業に情報提供した場合にṊṕỄṖ פּ ṇ ṇּצ נּ טּצּ ḭ国内
メーカー間で当該原材料の代替調達先や調達品のスペック等に関する情報交換及び共同調達 ḱ ︣ Ḯ

事例⑭：国内で寡占的な複数事業者の統合・合併

ṇ וֹףּ אל ḭ国内企業個社では、生産効率の維持等の対応ができない状況 ךּףּ ḭ国内で寡占状態
にあるA社とB社が統合・合併︣ Ḯ

ṕ Ṗṡ ︣ Ṣṕ ḱ ḱ Ṗṕhttps://www.meti.go.jp/policy/kyoso_seisaku/economic_security2025.pdf Ṗ
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技術流出対策ガイダンス第２版の策定について

ể ︣ ṕ Ṗ

Ễ לּ

ễ ︢ ṕ Ṗ

Ệ לּ ṕ Ṗ

ệ ︣ לּ ṕ Ṗ

ṥ Ễ ṕ ṖṦ

¸ ṇ ḭ異なる国や組織との共同研究 ḭ ḱ
︡ḭ企業のイノベーションを推進︡ כֿשּךּ צּ Ḯ

¸ ḭ וֹףּ ṇ ︡ḭ צּ
ṡ Ṣ קּ ṡבֿ Ṣ ︣ כֿ Ḯ

¸ ḭ ḭ ṡ Ṣּטּצ ḭ他組織、さらに
は他国との技術の共有ּצ אל כֿ פּ ḭ צּ ךּ טּ
נּ ḭ テーマ・内容、パートナー等に応じた、適切なマネジメントּצ Ḯ

¸ ︣ ḭ Ṅ
וֹ ṕּך ṡ ṢṖּצ Ḯ 企業とサプラ

イヤーの緊密な連携 צּ ךּ ︡ קּ צּ
ṡּף Ṣ Ḯ

¸ ḭ ḭאל ︠ 技術情報の共有が行われるֿכ פּ ḭ技
術流出のリスクが高いḮ ךּ כֿ פּ ḭ「擦り合わせ」の
内容等に応じて適切なリスク軽減措置を組み合わせていくֿכ צּ Ḯ

共同研究を通じた技術流出への対策

すり合わせを通じた技術流出への対策

ṥ ṇ Ṧ

¸ 5 ︡ ṡ Ṣ ךּ ḭ וֹףּ 国内外との共同研究 共同開発・調達時のすり
合わせ等の連携 לּ ︣ ṇ צּ שּ פּ ךּ כֿ כḭֿנּ ︣
ḭשּ Ễ ṕ3/ 5Ṍ4/ 3 ṖḮ

¸ טּ ḭ ể ḭ  「人を通
じた技術流出への対策」等についても、内容を大幅に充実Ḯ

¸ ḭ ︡ ḭ中小企業やスタートアップ企業向けの「技術流出対策ハンド
ブック」を策定中Ḯ
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官民のバランスのとれた負担のあり方

¸民の対応が極めて困難な領域 ךּ ḭ ḭנּ ḱ
︡ ḭ国による更なる支援のあり方について検討 לּ Ḯקּ

129

官民の負担のあり方（イメージ）

経済合理性
高 低

自助 共助 公助

【基本的な方向性】
従来Ḳ ︡

ẖ
今後Ḳ

ṇ 【イメージ②】
︡ḭ צּ טּ

ḭ פּ ךּףּ
︣ קּ

① 民民連携Ḳ
︢

② 官民連携Ḳ
官が前面に出た積極的な支援

＜参考＞米国における安全保障関連の支援措置
（国防生産法、国防授権法等）

Å

ÅGOCOṕ ṧ Ṗ

Å ︣
Å ḱ
Å ṕ Ṗ

【イメージ①】
ךּאל ḭ ︣

ḭנּ פּ ︣ קּ

市場メカニズムも活用した継続的な対応

(2026 1 23 )

ṇ ṇ ḱ ṇ
וֹ

︣
ṕ2025 11 20 Ṗ
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デュアルユースの産業基盤の重要性

¸ ḭ既存の民生技術を全面的に活用し、「新しい戦い方」への迅速な対応
ךּ ṇ צּ ךּ Ḯ ḭ民生用の産業基盤を積極的に転用︣ כֿ ḭ

︡ ךּ צּ Ḯ

¸ AI ・半導体、量子、航空・宇宙、最先端素材などの分野における産業基盤を強化し、そうした基盤を防衛分野で
積極的に活用することの重要性は増大︡ שּךּ Ḯֿ︡לּכ デュアルユースの技術・生産基盤を構築︣ כֿ ḭצּ
「継戦能力の確保」と「新しい戦い方への対応」 פּ Ḯ

¸ ḭֿ︡לּכ ︣ כֿ ḭ צּ ︣ ￼ḭ日本全体の経済成長にも貢献Ḯ

民生基盤を活用したシステムの開発

Ḳ https://www.nids.mod.go.jp/event/pdf/webinar-2025-03.pdf

民生基盤を活用したドローンの開発・生産

Ḳ https://dronelife.com/2025/11/12/ukraines-drone-boom-how-wartime-innovation-is-reshaping-the-global-drone-industry/

V2023 2 ウクライナ軍において、状況監視システム「Delta 」
を新たに開発・導入Ḯ

V多くの民生システムとの接続や、民生ベンダーによる多様な機能
Ḯ

（詳細）

VDelta スターリンクを介して、どこからでもアクセス可能。

VGoogle  Mapをベース ︡ ḭウクライナ軍とロシア軍の部隊
位置を表示︣ ｢Delta Monitor ｣ Ḯ

V ḭ軍事作戦
のターゲティングにも関連すると考えられているアプリ
「Bachu 」を宇国内の民生ITベンダーが開発。

V ḭ民生用の生産ライン、研究用設備を防衛転用
︣ כֿ ḭ ṇ Ḯ

（詳細）

V民生用の機械加工・電子部品・プラスチック成形
ךּ ḭ ṇ Ḯ

V וֹףּ 3Dプリンター、高性能工作機械といった
研究設備 ḭ ṇ ḱ Ḯ

V ṇ ṇ ḱ ṇ
「BRAVE1 」 ︣ ドローン企業は、7社（2022 年時

点）から500 社以上（2025 年時点）に大幅増加Ḯ

ẑ ḭףּ ṇ ḭ ḭ ḱ ḭ ḭ ךּףּ ḭ ḱ ︣Ḯ

1 ṇ ṇ
ṕ2026 2 20 Ṗ
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1. マクロ経済運営のあり方

2. グローバル競争型産業

3. 新技術立国・競争力強化

4. 好循環のミッシングピースである消費活性化

5. 未来の経済社会システムのあり方
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消費のメカニズム構造

消費
（選択的支出）

消費余力
消費意欲

（＝消費性向）

供給力

¸ ṡ Ṣ ḭ消費のメカニズム構造を踏まえた、消費の検討行動・購買行動を分析Ḯ

¸ ḱ ︡ ḭṡ Ṣ ṡ Ṣ ︢ Ḯ AXによる変
化 ︡ḭ価値観と検討プロセスの２つの変数 ︡ ḭ消費の活性化につながる政策的なアプローチ Ḯ

Ṭ ú

可処分所得
基礎的支出
（生活必需費）

検討プロセス欲望

欲求 価値観 社会的背景 情報接触

▼消費のメカニズム構造

消費 וֹףּ 検討行動・購買行動

▼消費の検討プロセス

︡ḭ
1. 価値観の変化
2. 検討プロセスの変化

︣ ṇ

ḱ ︡ צּ

制約要因化

Ṩ

欲望
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収入に対する支出先
¸ טּ ḭ נּ ךּ ḭお金の使い道で最も増加しているのは貯蓄につながる黒字額Ḯצּ

¸ 税・社会保険料といった非消費支出が増加︡ḭエンゲル係数も上昇︡ ךּ ḭ ︡ נּ ךּ
ḭ ︡ ︡ ףּ ḭ消費性向は低下Ḯ

32% 32% 31% 27%

28% 30% 29%
26%

16%
16% 19%

19%

24%
21% 21%

28%

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

2000 年 2005 年 2015 年 2025 年

基礎的支出 選択的支出 非消費支出 黒字額

実収入に対するお金の支出先（二人以上・勤労世帯）

エンゲル係数 22.0% 21.5% 23.6% 27.1%

Å Ḳ
Å Ḳ 1.0צּ ṕ ḭ ḭ ḭ צּ Ṗ
Å Ḳ 1.0צּ ṕ ḭ ṇ ḭ צּ Ṗ

（円）

消費性向 72.1% 74.7% 73.8% 65.0%

ṕ Ṗ ṡ Ṣ
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物価の傾向と消費の動向
¸ טּ ḱ ṕ Ṗ ךּףּ ḭ2023 2024 ךּ ךּ צּנּ ︢ ךּ ḭ2025צּ

צּ ︡ ךּ פּפּ ￼ḭ ︡ ףּ ḭ2026 קּ קּ ︡ ךּ Ḯ

¸ ךּףּ ḭ1 פּצּ צּ ︡ ךּ 2022 פּ ךּ טּ ḭ5צּ
פּצּ צּ נּ צּ שּ︡ Ḯ צּ שּ טּ ḭנּ ךּ נּ
￼ ︣ 消費マインドの変化が生じうる可能性Ḯלּךּ
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消費者物価指数と実質消費額の増減率
（教養・娯楽 前年同期比） 消費が増加した人の割合の推移

（教養・娯楽 消費者物価指数）

（年）

（消費額の増減率）
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ẑ

ṕ Ṗ ךּףּ ḭ ḱ ṕ Ṗ ︡ Ḯ ḱ ︡ ḱ ךּ ︡ Ḯ
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ü וֹףּ 「べき」論

ü ḭ ṇḱ
נּ

1980 Ḳ אל
1990 Ḳ ḭ ḱ
2000 Ḳ ḱאל צּ
2010 Ḳ ︡ḭ צּ
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消費における欲望の分解
¸ ḭ Ṅ 根源的な11の欲求 人それぞれの価値観 אל ףּ ḭ欲求・価値観が異なると消費行
動も異なるḮ

¸ טּ ḭ価値観の変化を受けて欲望も変化︡ḭצּ ḱ צּ Ḯ

¸ ︣ 「心が動く消費体験」 ḭ ךּ צּ 「消費の好循環」を生むḮ

価値観基盤

ṕ Ṗ ṡ ṇ Ṣ

根源的欲求

承認＆優越

自由＆安楽

健康＆平穏

繋がり＆共感

探求＆創造

興奮＆享楽

社会貢献＆保守

保身＆安全

遊興＆解放

愛情

収集＆没頭

34,000

36,000

38,000

40,000

42,000

44,000

46,000

3,000 3,200 3,400 3,600 3,800 4,000 4,200

1回当たりの購入金額
（円/ 回）

合計購入金額の平均
（円/ 年）

各欲求をもつ消費者の購入金額
（1回当たり、年平均）

根源的な欲求 ḭ
צּ קּ
︡ ḭ

行動の土台

不変なものḮ

ṕ Ṗ HP
LINE ṇ ṡYahoo! ṇ Ṣ 
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ライフスタイルの変化と消費の変化
¸ 消費額の変化と欲望の関係 ︣ ḭỄ ḱ ể ︡ḭEC צּ פּ

וֹפּ ︡ ṇ ṇṕβṖ Ḯ ṇ ṇ ︡ כֿ ḭ前半と後半の期間比較において欲
望・興味関心に変化が見受けられたḮ

¸ 欲望はライフスタイルの変化によって変化︡ḭ ︡ ḭ消費行動・額の変化につながる נּ Ḯ
ṕ Ḳ צּ צּ שּ כֿ ṡ Ẁ Ṣ צּ ︡ḭ פֿ צּ Ḯ)

¸ ḭ ḭ消費形態の変化ṕ ҦEC Ṗḭ消費による
欲望の変化のパス אל Ḯ

ṕ ṖLINE ṇ ṡYahoo! ṇ Ṣ
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ḱ 5 ḭּפ 5,000 טּצּ
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消費に影響する社会の大きな変化・潮流①
¸ ṇ ︡ ḭ生産性の向上といった供給面への影響 וֹ ḭ①生産性の向上を通じた賃שּ
金の上昇ḭ 社会の変化に伴う個人の価値観の変化ḭ③社会の変化に伴う社会的背景の変化ḭ④テクノロジーの進展等に
よる情報接触の変化 לּךּ ︢ ḭ個人の需要面にも大きく影響Ḯ

¸ נּ שּ צּ אל ḭ ︡ Ḯ

▼暮らし方の変化例 ▼情報の受け取り方の変化

ü 情報過多社会 ḭ SNS ḭ
︡ フィルターバブルやエ

コーチェンバṇ ךּ צּ

ü AI エージェント ḭ
צּ

情報過多 SNS疲れ

生成AI の利用進展

フィルターバブル

エコーチェンバー

ü ḭ社会や生活スタイルの構造的な変化ּצ ︡ḭ個人の需
要が変化Ḯ ṇ וֹ ḭשּ Ḯ

Ẑ 暮らし方の変化の例

ü וֹףּ 人口減少に伴う身近な生活サービス業の撤退ḭ共働
き世帯の増加 לּ 可処分時間の減少 ḭ買い物の
頻度は低下︡ḭ ךּ ṕ Ṗ

ü צּ ︡ כֿ ḭ ṇ צּ ︡ ḭ
マーケティングのあり方も変化Ḯֿכ ṇ 毎
日の購買行動を前提としたコミュニケーション設計 ךּ
ḭצּ צּ ︡ ḭ15 CM צּ ḭשּ︡
長尺でブランド価値を提供︣ CM צּ כֿ נּ

Ḯ

Ẑ （参考）冷蔵庫の大容量化
2000 Ḳ400Ṍ420L צּ
2005 ṌḲ450Ṍ470L צּ
2010 ṌḲ500L ṕ 300Lצּ Ṗ
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消費に影響する社会の大きな変化・潮流②
¸ ︡ḭ個人の価値観へ影響Ḯ

¸ ḭAI ṇ ḭ ךּףּ ḭ情報を受け取り・判断する主体は「人」 טּ ḭ「エーצּ
ジェント」へ交代Ḯ ṇ צּ כֿלּ ḭ人は体験に集中 קּ לּ ḭ צּ Ḯ

AI エージェント時代

情
報
流
通

価
値
観
変
容

ḱ
一方向で同時

ḭ
自ら情報を探索

AI ṇ צּ
ḭ情報を処理

ḱSNS ḭ
常時情報と接続

נּ
ṡ受容Ṣ︡ḭ

共通言語が形成

פּ
ṡ選択Ṣ ḭ情報の
主権がユーザー

「潜在的な選好」へ回帰
︣ טּ ḭצּ

צּ ︡ḭ意思決定
すら委譲︣ כֿ ḭ「自
己喪失」する可能性 טּ

接続・可視化אל ḭ
ṡ共感・同調Ṣ

ṕ Ṗ

SNS時代検索時代マスメディア時代
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1. マクロ経済運営のあり方

2. グローバル競争型産業

3. 新技術立国・競争力強化

4. 好循環のミッシングピースである消費活性化

5. 未来の経済社会システムのあり方



フロンティア開拓競争時代に求められるイノベーション・ガバナンス

140

¸ ṇ ḭ ṇ ḱ פּ ḭ次世代技術を巡るフロンティア開拓競争 Ḯ

¸ ךּףּ ḭ技術発展動向と社会経済への影響の分析・予見とそれに基づく戦略的政策立案
טּ ︣ ︡ כֿשּךּ צּ Ḯפּךּ

一気通貫の社会実装支援
ḭ פּ ḱ ṇ ︡ḭ

אל Ḯ
ṇ ṕ ḭR&D ḭ Ṗ
ṇ ṕ ḱ ṇ ḭ ︢ Ṗ

国際ルール形成・国際協調
צּ אל כֿ נּ ḭ ḱ ḱ ︢
ḭ טּ ṇ Ḯ

戦略的技術フォアサイト
︡ḭ

︣ Ḯ

求められる組織的機能・エコシステム
︣ ךּ ḭקּ פּ
︡ḭ פּ קּ

ḭ צּ

ṇ



未来洞察・技術洞察活動を政策立案に活用する海外先進事例

141

¸ ḭ政策課題の早期把握や戦略立案を支える手法として、各国政府や公的機関において未来洞נּ
察・技術洞察活動ּצ אל ךּ Ḯ

¸ ︢ ḭ新興課題の探索、将来シナリオの検討、技術の機会／リスク評価、技術進化の社会影響評価、政策
の優先順位付け等を行い、2030 年代～2050 年前後を見据えた政策意思決定の質の向上 Ḯ

米国 Government Accountability Office Ḳ
︣ Ḯ Ӹ

Ӹ

¸ ṇ ḭ צּ
︡ ḭ ḭ ḭ ḱ

¸ 2035 נּ ︣
︢ ḭ וֹףּ וֹ

欧州 Joint Research Centre Ḳ
EU לּנּ ︡ḭ
︣

¸ ḱ ḭ
ḱ

¸ ṇ ︣ ︡ḭ2050 EU
לּ︡כֿ וֹ

中国 科学技術部Ḳ
Ӹ Ӹ ︡ḭ

︣

¸ נּ ḭ ḭ
ḭ

¸ ︡ḭ וֹףּ
ḭ בֿ

シンガポール Strategy Group/CSF Ḳ
Strategy Group ḭ צּ ︣

︡ לּ ḮCSF
לּ

¸ לּ
ḭ ḱ ṇ ḭ

¸ ḭAI

英国 Government Office for Science Ḳ
צּ ︣ ḭ

נּ ḭ ḱ ṇ ḱ

¸ ḭ ḭ
ḭ ךּ ḱ

¸ 2050 נּ ḭ

フィンランド Sitra Ḳ
טּ Ḯ ḭ

ḭ לּ

¸ ṇ ḭ צּ ︣
ḭ

¸ ḭ ḭ ṇ
שּ

ṕ Ṗ ṇ ṇḱ ḱ ḱ



21世紀における４つの技術的「メガトレンド」

142

¸ פּ ḭ技術的「メガトレンド」 ︡ḭ未来シナリオとして整理

¸ כֿ ḭṡ נּ Ṣḭṡ ḱ Ṣḭṡ Ṣḭṡ ṇḱ
Ṣ Ệ צּ אל Ḯֿכ 社会の知能・認知的制約、物理・生物学的制約、空間的制約、環境

制約を解消אל כֿ ḭ人類社会に革命的影響をもたらすֿכ צּ אל Ḯ

人類を超える知性の出現と
高度な自律意思決定

Å ︣
AI

Å ṇ
︣

４つの技術的メガトレンド

人間の認知・身体的拡張と
行動の最適化

Å ḱ
ṇ ṇ ︢
ḱ

Å ṇ

長寿化と健康寿命の
飛躍的延長

Å

ḱ
Å

次世代エネルギー源と
エネルギー・資源制約の克服
Å ṇ ṇ

ṇ
ṇ

Å ḱ



技術的メガトレンド①：人類を超える知性の出現と高度な自律意思決定

未来シナリオ（21世紀後半）
צּ ︡ḭ ṇ ṇ ḭ ṇ צּ ḱ

לּ צּ ךּ Ḯ ︡ḭ ḱ ṇḱ צּ אל
ḭ צּ אל Ḯ ḭ ṇ צּ ︣
אל Ḯֿ︡לּכ ḭ פּ ︡ḭ ךּ︡ ṇ צּ אל Ḯשּךּ ḱ

AI ︢ צּ ︣ ḭ /ḭAIנּ צּ Ḯ

社会的意義
①生産性の飛躍的向上
AIḱ ḭ ḱ
ḱ ṇ ṇ צּ אל ḭ

צּ שּקּ ︣ Ḯ

②生活の質の向上
ṇ נּ ḱ ḱ ḱ ḱ

ṇ צּ ḱ ︡ḭ צּ ︣ Ḯ

③科学技術イノベーションの加速
ḱ ḱ צּ Ḯ

פּ ḱ צּ Ḯ

主要な政策課題

①社会・倫理的課題
AI ḱ Ṋ ḱ
Ṋ ḱ Ṋ ḱ

/ ṇ ᵾ

②経済・産業面の課題
ḱ Ṋ ḱ

Ṋ ṇ ḱ

③地政学・安全保障リスク
ḱ ṇ Ṋ ḱ Ṋ

143

¸ AIḱ ḭ נּ ḱ ḱ צּ Ḯ ḭ ḭ
ḱ ךּ טּצּ ḭ ︣ Ḯ

¸ ṕ ḱ ḱ Ṗ AIḱ ḭךּ ḱ ḱ ︡ ףּ ḭ
ḭ ṇ ḱAI ḭ צּ ךּ Ḯ

Ḳ AIḭ AIḭ ṇ



技術的メガトレンド②：人間の認知・身体的拡張と行動の最適化

144

未来シナリオ（21世紀後半）
ḭ ḱ ︣ ṇ AI ︡ḭ ḱ ḱ ḱ ︣ וֹ צּ
︣ Ḯ ṇ ḱ ṇּצ שּ ︡ḭ צּ ︣ כֿ ḭ

ךּ ︡ קּ צּ ︣ Ḯ ḭ ṇ צּ ︡ḭ צּ שּקּ
︣ Ḯ ḭ ︡ AI ṇּצ לּ לּ ḭ ṇ צּ Ḯ

社会的意義
①労働力不足・高齢化への対応

לּ לּ ḭ צּ
קּ וֹ Ḯ

②生産性の抜本的向上
AI ḱ צּ ︣ Ḯ AI

ṇ קּ צּ שּקּ ︡ḭ
ḱ אל Ḯ

③地域活性化
ṇ ḭ פּ ḭקּ

ḱ ṇ צּ Ḯ

主要な政策課題

①社会・倫理的課題
ṇ ṇ Ṋ ḱ ︣

Ṋ ḱ

②経済・産業面の課題
Ṋ ḱ Ṋ ṇ

ḱ

③地政学・安全保障リスク
Ṋ Ṋ ḱ

¸ ḱ ḱ ḱ ︣ Ḯ ḱ ḱ ḱ
טּ ḭ ḱ ךּ ︣ ḭֿכ צּ Ḯ

¸ ṇ ṇ Ḯ ṕ ḱ Ṗ ︡ ︡ ףּ
ḭ ḱ ṇ ︡ טּצּ Ḯ

Ḳ Ṋ ṇ ṇḭ ṇ AIḭ ḱ ṇḭ ṇ ḭ



技術的メガトレンド③：長寿化と健康寿命の飛躍的延長

未来シナリオ（21世紀後半）
ṇ ṇ ṇּצ אל ḭ ︢ צּ ︣ Ḯ

ḭ פּ ḭ לּ Ḯ ṇ
ḭנּ כֿ ḭ צּשּ אל ḭ ḱ ︣

צּ אל Ḯ וֹ לּ ḭ ︡ צּ Ḯ

社会的意義
①国民の健康寿命の延長

ḭ ḱ צּ Ḯ
ḭ ḭQOL Ḯ

②労働力維持と社会保障負担の緩和
צּ נּ כֿ ḭ צּ ḭ

צּ Ḯ ḱ צּ אל ḭ
צּ Ḯ

③ライフコースの多様化
¬ ºךּ צּ ︡ḭ ḱ ḱ צּ

Ḯ ṇ ṕ ḱ ḱ
︡Ṗּצ ︡ḭ צּ Ḯ

主要な政策課題

①社会・倫理的課題
ḱ Ṋ ḱ

Ṋ Ṋ

②経済・産業面の課題
Ṋ ḱ Ṋ

③地政学・安全保障リスク
ḱ

Ṋ ṇ
Ṋ

ḱ

Ẕ

ṇ
ḭ
ךּ

אלצּ
כֿ ︢
ךּ Ḯ 145

¸ ḭ ṕ Ṗ ︣ ṕ ṖḮ ḭ
טּ ḭצּ קּ לּ ︡ ךּ Ḯ

¸ טּ ḭ ḭ פּ צּ Ḯךּ
¸ ḭ ḱ ḭשּ ṇ צּ ḭ צּ

Ḯאל ḭ ︣ טּ ḭ ︡ Ḯ
Ḳ ḭ ṕ Ṗḭ ḭ ḭ



技術的メガトレンド④：次世代エネルギー源とエネルギー制約の克服
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未来シナリオ（21世紀後半）
︢ ḭ ḭ ḭ ךּ ṇ צּ ḭקּ

צּ שּקּ ︣ Ḯ וֹ טּשּשּ ḭ ︣ Ḯ ḭ צּ אל
ḭ ךּאל צּ︡ ︣ Ḯ ḭ ṇ ḭ ḭ ṇ טּ צּ אל
לּ Ḯ ︡ ḭ ︡ḭ קּ צּ Ḯשּךּ

社会的意義
①エネルギー供給の安定化と環境負荷の低減

ḭ/hіקּ צּ ךּ צּ
ḭ ḱ ḱ ḱ ︣

ṇ צּ אל Ḯ ḭ Ḯ

②生活の改善と都市インフラのレジリエンス向上
ḱאל Ḯ ḱ

צּ שּאל כֿ ḭ
צּ ︣ Ḯ

③国際的な地政学リスクの低減
צּ ḭ צּ

אל ḭ ṇ צּ ︡ שּ︣ Ḯ

主要な政策課題

①経済・産業面の課題
לּ ṕ ḱ ḱ
ḱ

ṖṊ Ṋ ḱ
ṇ

②地政学・安全保障リスク
ḱ Ṋ ṕ ḱ

צּ ḭרּ צּ ṖṊ
ḱ Ṋ ḱ ṇ

¸ ṇ שּ ḭ ḭ קּ ︣Ḯ ךּ טּ ḭ ︣ כֿ
ḭ ṇ ￼ḭ ︢ ︡ ḭ קּ Ḯ

¸ ḭ ḭשּקּ ︢ ḭ כֿ︣ צּ אל ḭ
︣ כֿ צּ ךּ Ḯ

Ḳ ( ṇ ṇ)ḭ ḭ ṇ ḭ



社会設計の指針となる価値規範（Guiding Values ）
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¸ נּ ḭקּ ףּ ךּףּ 重視すべき価値 Ḯ︣פּ ḭ
לּ ︣ קּ Ḯפּ ḭ日本的価値観 לּ ḭ לּ ︡ Ḯפּ

（例）社会設計の指針となる価値規範

（1）人間の尊厳と能力発揮
Å ḱ קּ
Å ḱךּצּקּ ḱ
Å ḱ נּ שּ
（2）公平と社会正義
Å ṕ ḱ Ṗ
Å תּ
Å

（3）多様性・多元性
Å ṇ
Å וֹףּ ḱ
Å

（4）自己決定と民主主義
Å ︣
Å ḭ ḱ נּ
Å

（5）平和・社会の自律性・文化的アイデンティティ
Å ḱ ṇ
Å ḱ ḱ ︡
Å ṇ

（例）日本的価値観の例

Å ṕ Ṗ
Å ḭ
Å

Å ḭ
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¸ ḭ企業主導のテクノリバタリアン的な動き ḭ安全保障と結びついた国家主導のアプローチּצ ︡ צּ
︣ Ḯֿכ ṇ אל ḭ倫理・格差・多様性といった公共価

値が置き去りにされる危険性 Ḯֿ︡לּכ ḭ לּ Ḯפּקּ

テクノリバタリアン型
Ḯ ṇ

ḭ ḱ ḱ Ḯ
¬ טּ ṇ º ︣ Ḯ

国家主導型
צּ ḱ

Ḯ ּצּךḭ
︡ḭ¬ ºּצ קּ Ḯפּ

我が国が目指すべき方向性＝価値主導型イノベーション・ガバナンス
ḭקּ 人間中心・社会共生型 וֹ Ḯ

ṇELSIṕ ḱ ḱ Ṗ 社会受容・ルール形成
ṇ 技術の戦略的活用 未来社会のデザイン

イノベーション・ガバナンスの方向性（仮説）

ELSI（倫理・法・社会）に関する社会合意 ḭ技術の戦略的活用と国際的ルール形成 ︢
︡ ︣ ḭ“価値主導型イノベーション” צּ צּ קּ Ḯפּךּ

事前規制型
ḱ ḭ

Ḯ אל ḭ
ṇ ︣ Ḯ
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